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　進学率が５０％を超え、ユニバーサル化した大学において、大学の
使命は何かと考えると、２１世紀の新しい市民感覚を持った大学生を
育てることであると思われます。このことは、平成２０年１２月の中央
教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」の「はじめに」に
おいて、以下のように述べられていることからも明らかです。
　『第一に、グローバルな知識基盤社会、学習社会において、我が
国の学士課程教育は、未来の社会を支え、より良いものとする「２１
世紀型市民」を幅広く育成するという公共的な使命を果たし、社会
からの信頼に応えていく必要がある。
　第二に、高等教育のグローバル化が進む中、学習成果を重視する
国際的な流れを踏まえつつ、我が国の学士の水準の維持・向上のた
め、教育の中身の充実を図っていく必要がある。
　第三に、少子化、人口減少の趨勢の中、学士課程の入口では、いわゆる大学全入時代を迎え、教育の
質を保証するシステムの再構築が迫られる一方、出口では、経済社会から、職業人としての基礎能力の
育成、さらには創造的な人材の育成が強く要請されている。
　第四に、教育の質の維持・向上を図る観点から、大学間の協同が必要となっている。』
　さらに第２章第１節（３）には、『教養の意味・内容をめぐっては、多年にわたって様々な議論のあると
ころであるが、今回の参考指針は、学生の学習成果という観点から記述したものである。ここに挙げら
れたものは、教養を身に付けた市民として行動できる能力として位置付けることができる。』と記述さ
れ、教養教育とは「市民として行動できる能力」と定義されています。また、この答申における学士力

（知識・理解、汎用的技能、態度・志向性、統合的な学習経験と創造的思考力）とは、２１世紀型市民を
養成するための参考指針として示されているものです。
　このことからも明らかなように、鹿児島大学においても、従来からの知識重視型の教育から、使命感
と行動力に裏打ちされ、社会貢献意識と創造性・国際性を備えた専門家を養成することを教育目標にす
るとともに、教育の成果もそのように変化させていくことが不可欠です。
　教育センターでは、全学に共通する課程を担っていることから、学士力の全学共通部分を担うことが
重要となってきます。とくに本学では、「進取の精神」を有する人材の育成を謳っていることから、進
取の精神を育むとともに学士力の主要能力を育成することが共通教育の主要課題と言えます。このよう
な課題を抱えた共通教育としては、教職員から学生への作用、学生から教職員への反作用、そして学生
から学生への相互作用のある緊密な学習環境を醸成しなければなりません。すなわち、大学の中で新し
い市民感覚を創り出すことが重要となるのです。
　平成２１年４月から教育センター長の任につき、上述のような目標を設定して共通教育の改革に取り組
んできましたが、種々の会議運営の改善、とくに学内共同教育研究センター等との連絡調整、センター
組織やセンター予算の適正化など、多くの問題に対応するとともに、教育改革についても教育センター
に企画会議を設けて教育目標、共通教育の枠組、組織運営など、時間をかけて委員の意見を集約しなが
ら、より良き方向と形に収束させてきました。したがって、平成２２年度は、蝶で言えば「さなぎ」の時
期に相当し、平成２３年度に脱皮をして新しい共通教育を誕生させるべく、関係の方々と必死に討論を進
めてきた年度でした。

鹿児島大学の共通教育について

教育センター長　門　　　久　義
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　鹿児島大学教育センターは、大学での教育方法や、授業方法の改善などについて研究・開発し、提言
を行う高等教育研究開発部と、共通教育科目等に関して企画・実施をする共通教育企画実施部、外国語
教育の開発や提言を行う外国語教育推進部の３部で構成されており、鹿児島大学における教育の拠点と
して位置づけられています。

教育センター

教育センター会議

　 　各科目専門委員会
教養科目専門委員会
情報科学科目専門委員会
外国語科目専門委員会
体育・健康科目専門委員会
日本語・日本事情科目専門委員会
基礎教育科目専門委員会

高等教育
研究開発部

共通教育
企画実施部

外国語
教育推進部

外国語科目専門委員会と
意見交換

教育センター
　�高等教育の研究・開発・提言、共通教育等の企画・立案・実施、外国語教育の企画・提言・推進及び

大学教育の全学的な連絡調達

高等教育研究開発部
 ・高等教育の教育方法及び教育支援等の研究開発
 ・ＦＤの研究開発、実施及び授業改善
 ・教育評価の研究開発及び自己点検・評価等

共通教育企画実施部
 ・共通教育等の調査・研究・開発
 ・共通教育等の授業の実施に係る具体的事項の企画・運営
 ・共通教育等と専門教育との連絡・調整等

外国語教育推進部
 ・共通教育等外国語教育の企画・提言
 ・外国語教育の改善・提言
 ・外国語教育の研究、カリキュラムの開発及び推進等

各科目専門委員会
 ・授業科目の企画・立案・実施
 ・当該科目の時間割作成等

教育センターの組織
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PART  I�　共通英語実力テスト（G-TELP）結果についての報告（２０１０年度前期から２０１１年
度前期までを中心に）

１．はじめに
　２００８年より始まった鹿児島大学英語教育改革も全学のご協力を賜りながら２０１１年度で４年目を迎えて
いる。その改革の１つが、全学１年生対象の英語共通実力テストの実施であった。このテストとして
G-TELP（General Tests of English Language Proficiency；国際英検）を採用している。これは英語を
母語としない学習者の英語によるコミュニケーション能力を測るための客観式試験で、４段階あるレベ
ルのうち、本学ではレベル３（英検準２級～２級；TOEIC　４００～６００点に相当）を利用している。本稿
では英語共通実力テスト（G-TELP）結果について、２０１０年度と２０１１年度前期の動向を中心に扱う。そ
もそも、こうした共通実力テスト実施の狙いは次の３点であった：

　⑴　授業環境・効率の改善と教育成果が客観的に確認できるシステムの構築を目指す。
　⑵�　実力テスト（G-TELP）を期末評価の一部として導入することで、教員による評価のバラつき（い

わゆる厳しい評価・甘い評価の別）をある程度是正して、平準性の高い評価システムを構築する。
　⑶�　期末試験対策は、当該授業のテキストの学習のみで十分と考える慣習的・旧来的学習観を教員・

学生とも改め、学生に普段の自主学習による実力養成の重要性を認識させる。

　今回の報告の主要な論点は上記の狙い⑴と⑶に関わり、以下のように纏められる。

１）全学的に、２０１０年度でも１年次前期から後期にかけて得点の伸びが見られる傾向がある。
２�）過去４年間（２００８年度～ ２０１１年度）についてみると、全学的観点からは入学生の英語学力レベル

は毎年ほぼ同一である。
３�）２年次英語オープンを開講する５学部（教育、工、水産、農、理）に関して、同一学生の英語学力

の伸びをみると（入学時～２年前期：２０１０年度～ ２０１１年前期）、１年次の前期から後期にかけて伸び、
２年次前期にかけて横ばいとなる傾向がある。

４�）普段の自主学習による実力養成の必要性を認識する学生は、１年次から２年次にかけて増加はしな
いが、極端に減少するというわけでもない。

英語教育改革の課題と今後の展望

―共通英語実力テスト（G-TELP）結果（2010年度前期から
2011年度まで）と英語再履修クラスの見直しを中心に―

教育センター外国語教育推進部　教授　富岡　龍明・教授　髙橋玄一郎

資料１　2010年度および2011年度前期G-TELPの実施概要

実施年度
2010年度 2011年度

前期 後期 前期

実施時期 6月21日（月）～
6月25日（金）

12月13日（月）～
12月17日（金）

6月27日（月）～
7月　1日（金）

受験対象者
（実受験者数）

1年生（1980名） 1年生（1766名） 1年生（2008名］
2年生（1070名］ 2年生 （978名）

試験問題
Form 313（1年生） Form 315（1年生） Form 310（1年生）
Form 319（2年生） Form 319（2年生）
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　２０１０年度と２０１１年度前期は、資料１に示した日程で実施した。
　２０１０年度１年生について、前後期の全学平均点の推移は資料２の通りであり、RDG力の低下につい
ては有意差がないとはいえ、GRMやLSTと比べて他年度においても前期から後期に向けての学力に目
立った伸びの勢いがない。有意差とは、偶然に起こる可能性が極めて少ない差のことをいい、受験者の
英語能力に意味のある明確な差があったことを示す指標である。RDG力の伸び方については、引き続
き今後の検証課題とする。また同じ資料２にある２０１１年度１年生については、前期の全学平均点は、後
で過去の前期の平均点比較の際にも触れるが、全学的には、ほぼ例年の傾向を示すものである。

２．２００８－２０１１年度の４カ年の学部別前期成績比較
　成績比較のデータを示す前にG-TELP　レベル３のテストフォームについて触れておく。２００９年、
２０１０年の各前期はレベル３の test form ３１３を使用した。２０１１年前期は、同じレベル３でも、test form 
３１０を新規に使用した。資料３では、２０１１年前期と２００９年、２０１０年の各前期とを比べ、さらに２００９年と
２０１０年とを比べ、それぞれの得点差について有意差の有無をｔ－検定により表示している。資料３を見

資料２　2010年度1年生および2011年度前期1年生G-TELPの全学平均点
セクション 2010年前期（form 313） 2010年後期（form 315） 得点差 有意差

全学

GRM 59.6 67.8 8.2 あり
LST 41.4 47.2 5.9 あり
RDG 56.5 55.8 -0.7 なし
TTL 157.5 170.9 13.4 あり

セクション 2011年前期（form 310）

全学

GRM 62.1
LST 42.5
RDG 57.7
TTL 162.4

注）GRM: 文法、LST: 聴解、RDG: 読解、TTL: 合計；　各3セクション100点、合計300点

資料３　年度別前期テスト比較　　[ｔ–検定資料は、紙幅の制約上、割愛する]
2009年－2011年比較

セクション 2009年前期
（form313）

2011年前期
（form310） セクション 差 有意差

ＴＴＬ 161.3  162.4  ＴＴＬ 　1.0  なし
GRM 　61.5 　62.1  GRM 　0.6  なし
ＬＳＴ 　42.2  　42.5 ＬＳＴ 　0.4  なし
ＲＤＧ 　57.7 　57.7 ＲＤＧ 　0.0  なし

2010年－2011年比較

セクション 2010年前期
（form 313）

2011年前期
（form 310） セクション 差 有意差

ＴＴＬ 160.2  162.4  ＴＴＬ 　2.1  あり
GRM 　60.6  　62.1  GRM 　1.6  あり
ＬＳＴ 　42.0  　42.5 ＬＳＴ 　0.5 なし
ＲＤＧ 　57.7 　57.7 ＲＤＧ 　0.1  なし

2009年－2010年比較

セクション 2009年前期
（form 313）

2010年前期
（form 310） セクション 差 有意差

ＴＴＬ 161.3  160.2  ＴＴＬ -1.1  なし
GRM 　61.5 　60.6  GRM -0.9  なし
ＬＳＴ 　42.2  　42.0  ＬＳＴ -0.2  なし
ＲＤＧ 　57.7 　57.7 ＲＤＧ -0.0  なし
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る限りでは、テストフォームの変更による影響は、基本的にほぼみられないといってよい。
　資料４には各学部別に過去４年間にわたる前期のG-TELPの成績が示されている。
　本学教育センター年報第７号（２０１０）における２００８年前期から２０１０年前期までのG-TELP前期成績に
関する分散分析結果にあるように、その間の成績は、ほぼ同一の得点結果とみなされ、統計的な有意差
は見られない（同年報 ２０１０年第７号「２００８年前期―２０１０年前期のG-TELP結果についての報告」）。今
回の２０１１年前期実施のG-TELPの全体平均得点が、それまでの全体平均得点を若干上回る１６２.４である
ことから、２０１１年度も、全学的には、ほぼ同じレベルの学生が入学してきていると言ってよいと思われ
る。学部別に２０１１年の前期成績を２０１０年のものと単純に比較してみると、医学部保健学科、教育学部、
医学部医学科にそれぞれ約８点、約６点、４点の伸びがあり、その他の学部も健闘を示している。
資料４　学部別前期G-TELP平均点比較

セクション 前期（2008年7月） セクション 前期（2009年6月） セクション 前期（2010年6月） セクション 前期（2011年6月）

全学

GRM 60.3 GRM 61.5 

全学

GRM 60.6 GRM 62.1 
LST 41.0 LST 42.2 LST 42.0 LST 42.5 
RDG 56.0 RDG 57.7 RDG 57.7 RDG 57.7 
TTL 157.4 TTL 161.4 TTL 160.2 TTL 162.4 

セクション 前期（2008年7月） セクション 前期（2009年6月） セクション 前期（2010年6月） セクション 前期（2011年6月）

医学部
医学科

GRM 81.6 GRM 82.5 
医学部
 医学科

GRM 80.3 GRM 82.3 
LST 49.2 LST 54.1 LST 52.5 LST 57.6 
RDG 78.3 RDG 80.3 RDG 81.0 RDG 77.9 
TTL 209.1 TTL 216.9 TTL 213.8 TTL 217.8 

医学部
保健学科

GRM 63.4 GRM 62.3 
医学部
保健学科

GRM 63.7 GRM 66.9 
LST 40.9 LST 40.5 LST 40.5 LST 43.6 
RDG 56.7 RDG 58.6 RDG 58.3 RDG 60.1 
TTL 161.1 TTL 161.5 TTL 162.5 TTL 170.6 

教育学部

GRM 57.8 GRM 58.9 

教育学部

GRM 57.7 GRM 59.6 
LST 40.3 LST 41.2 LST 39.6 LST 42.0 
RDG 52.9 RDG 54.6 RDG 54.1 RDG 56.1 
TTL 151.0 TTL 154.7 TTL 151.4 TTL 157.7 

工学部

GRM 55.8 GRM 57.8 

工学部

GRM 54.7 GRM 55.3 
LST 39.8 LST 39.9 LST 40.1 LST 38.6 
RDG 51.4 RDG 51.7 RDG 51.1 RDG 51.8 
TTL 147.0 TTL 149.5 TTL 145.9 TTL 145.8 

歯学部

GRM 75.2 GRM 76.5 

歯学部

GRM 66.6 GRM 71.9 
LST 47.6 LST 46.7 LST 48.9 LST 44.3 
RDG 76.3 RDG 74.2 RDG 68.6 RDG 67.2 
TTL 199.0 TTL 197.5 TTL 184.1 TTL 183.5 

水産学部

GRM 54.8 GRM 52.2 

水産学部

GRM 54.5 GRM 55.8 
LST 38.1 LST 39.3 LST 40.0 LST 41.5 
RDG 49.2 RDG 47.1 RDG 50.6 RDG 50.2 
TTL 142.2 TTL 138.6 TTL 145.1 TTL 147.5 

農学部

GRM 61.7 GRM 62.6 

農学部

GRM 62.6 GRM 63.3 
LST 41.5 LST 41.7 LST 43.3 LST 42.3 
RDG 57.7 RDG 57.5 RDG 59.2 RDG 58.0 
TTL 160.8 TTL 161.8 TTL 165.1 TTL 163.7 

法文学部

GRM 65.9 GRM 66.2 

法文学部

GRM 65.1 GRM 66.7 
LST 42.7 LST 43.9 LST 43.1 LST 44.3 
RDG 62.9 RDG 64.2 RDG 63.6 RDG 62.7 
TTL 171.5 TTL 174.3 TTL 171.8 TTL 173.8 

理学部

GRM 58.1 GRM 55.1 

理学部

GRM 56.8 GRM 58.6 
LST 40.4 LST 42.0 LST 41.0 LST 40.5 
RDG 52.8 RDG 54.7 RDG 53.6 RDG 53.9 
TTL 151.3 TTL 151.7 TTL 151.4 TTL 153.0 
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３�．英語オープン履修者の１年次から２年次前期までの３期に亘る成績推移（２０１０年から２０１１年前期まで）
　入学時から２年前期までの３期に亘る、同一学生の成績推移について、２年次前期で英語オープンを
開講している５学部を対象に統計データ資料５、６、７、８を示す。まず、５学部全体（教育、工、水
産、農、理）の３期にわたる成績推移について、資料５、６で見てみる。資料５にある３期分の平均点
から２期ごとの差を出し、ｔ－検定をかけて有意差を示したものが資料６である。これによれば、総じ
て（TTL）、２０１０年度前期から後期にかけて有意差のある１４.６点の向上がある一方で、２０１０年後期から
２０１１年度前期は、その得点差がマイナス０.３であるが有意差がないことから、横ばいとなっているとみ
てよい。セクションでみると、GRM力は１年次に伸びを示すが（有意差ありのプラス８.９）、２年前期
でやや低下する（有意差ありの－３.６）、LST力は１年次の伸び（有意差ありの５.７）に加え、２年前期で
さらにやや上昇している（有意差ありのプラス２.４）。RDG力は１年次のまま、ほぼ横ばいである（１
年次から２年次にかけて有意差なしの０～１.０）。これらの傾向は、英語オープンクラスの２００９年後期

（form ３１５）から２０１０年前期（form ３１３）への成績推移調査（前掲第７号年報）とも一致する。特に留
意すべきは２年前期で有意差ありの低下を示すGRM力である。使用した試験問題フォームの違いなど
も視野におきながら、引き続き検討課題とする。

　資料７は、英語オープンを受講した５学部の学生の３期にわたる成績の推移を一覧にしたものである。
この学部ごとの状況をやや細かくみるために学期ごとの得点差にｔ－検定をかけた資料８を示す。１年
次前期から後期にかけての得点の伸びは、１年次後期から２年次前期にかけてのものと比べると、５学
部とも全て著しい。水産（プラス17.0）、教育(プラス15.4)、農（プラス14.9）、工（プラス14.1）、理(プ
ラス10.7)の順となる。１年次前期から2年次前期までの通算3期の得点の伸びをみてみると、理（プ
ラス17.4）、農（プラス15.5）、教育（プラス14.7）、水産（プラス13.4）、工（プラス11.3）の順となる。
１年次の段階ですでにある程度の高い得点がある学生は、努力の多少にかかわらず、伸びしろが比較的
小さいため、概して得点の伸びに弾みがつきにくい傾向が予想される。他方、１年次の段階で英語力の
飛躍の余地を比較的、沢山残している学生は、ある程度の時間をかけてゆっくりとその伸びしろを活か
せる傾向があるようである。１年次の２００９年後期から２年次の２０１０年前期にかけては、５学部全てに有
意差のある学力の伸びがみられたが（前掲第７号年報）、２０１０年後期から２０１１年前期にかけては有意差
のある伸びがみられたのは理学部のみであった。残りの教育、工、水産、農の４学部は下降はしないも
のの、横ばいの結果であった。学力を落とさず維持する力も、向上させる力と同様に、評価の対象とな
るであろう。週２回授業の１年生コア英語受講者のG-TELP成績推移と、週１回授業の２年生英語オー

資料５　英語オープン履修者のG-TELPにおける３期平均点推移
[調査対象者：全３回のG-TELP試験を全て受験した学生890名]

セクション 2010年前期（form 313） 2010年後期 （form 315） 2011年前期（form 319）
ＧＲＭ 　58.0 　66.9 　63.3
ＬＳＴ 　40.6 　46.2 　48.6
ＲＤＧ 　54.1 　54.2 　55.1
ＴＴＬ 152.7 167.3 167.0

資料６　英語オープン履修者のG-TELPの平均点推移　[ｔ–検定資料は、補遺に付す]
[調査対象者：890名]

2010前期―2010後期 2010後期―2011前期
セクション 差 有意差 差 有意差

ＴＴＬ 14.6 あり -0.3 なし
ＧＲＭ 　8.9 あり -3.6 あり
ＬＳＴ 　5.7 あり 　2.4 あり
ＲＤＧ 　0.0 なし 　1.0 なし
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資料８�　英語オープンにおける５学部別3期平均点推移の詳細データ　[ｔ–検定資料は、紙幅の制約上、
割愛する]

教育学部
2010年前期－2010年後期 2010年後期－2011年前期

2010年前期 2010年後期 2011年前期 差 P値 有意差 差 P値 有意差
TTL 150.5 165.8  165.2  15.4  6.023E-20 あり -0.7 0.6949257 なし
GRM 57.4  66.5 62.2  9.1  5.841E-18 あり -4.3  3.439E-06 あり
LST 39.3  45.7 48.1  6.4  3.269E-13 あり 2.4  0.0099304 あり
RDG 53.8  53.7 55.0  -0.1  0.9277007 なし 1.3  0.1966059 なし

工学部
2010年前期－2010年後期 2010年後期－2011年前期

2010年前期 2010年後期 2011年前期 差 P値 有意差 差 P値 有意差
TTL 149.8  163.9  161.1  14.1  2.797E-12 あり -2.8  0.13847 なし
GRM 57.4  65.7 61.1  8.3  6.734E-12 あり -4.6  0.0001085 あり
LST 40.1  44.8  47.1  4.7 3.86E-06 あり 2.3  0.0222679 あり
RDG 52.3  53.4  52.9  1.0  0.3244442 なし -0.5 0.6837168 なし

水産学部
2010年前期－2010年後期 2010年後期－2011年前期

2010年前期 2010年後期 2011年前期 差 P値 有意差 差 P値 有意差
TTL 146.2  163.2  159.5 17.0  8.09E-11 あり -3.6  0.1665717 なし
GRM 54.9  64.4  60.9  9.5 1.012E-09 あり -3.5 0.0255385 あり
LST 40.4  46.5 45.2  6.2  6.609E-07 あり -1.4  0.2852423 なし
RDG 50.9  52.2  53.5 1.4  0.2827538 なし 1.2  0.3695065 なし

農学部
2010年前期－2010年後期 2010年後期－2011年前期

2010年前期 2010年後期 2011年前期 差 P値 有意差 差 P値 有意差
TTL 164.3  179.2  179.8  14.9  2.412E-13 あり 0.6  0.7687781 なし
GRM 62.4  71.7 67.8  9.3  1.893E-16 あり -3.8  0.000399 あり
LST 43.2  49.2  53.0  6.0  1.323E-09 あり 3.8  0.000391 あり
RDG 58.7 58.3  58.9  -0.4  0.7048996 なし 0.6  0.4775154 なし

理学部
2010年前期－2010年後期 2010年後期－2011年前期

2010年前期 2010年後期 2011年前期 差 P値 有意差 差 P値 有意差
TTL 147.9  158.6  165.2  10.7 1.392E-05 あり 6.7 0.0090292 あり
GRM 55.6  63.6  63.4  8.0  1.942E-07 あり -0.2  0.8956706 なし
LST 39.4  44.1  48.1  4.6  0.0001268 あり 4.0  0.00237 あり
RDG 52.8  50.9  53.8  -2.0  0.1362236 なし 2.9  0.0403013 あり

資料７　英語オープンにおける５学部別３期平均点推移
2010年前期 2010後期 2011前期

学部 GRM LST RDG TTL(G+L+R) GRM LST RDG TTL(G+L+R) GRM LST RDG TTL(G+L+R)
教育学部 57.4  39.3  53.8  150.5 66.5 45.7 53.7 165.8  62.2  48.1  55.0  165.2 
工 学 部 57.4  40.1  52.3  149.8  65.7 44.8  53.4  163.9  61.1  47.1  52.9  161.1 
水産学部 54.9  40.4  50.9  146.2  64.4  46.5 52.2  163.2  60.9  45.2  53.5 159.5 
農 学 部 62.4  43.2  58.7 164.3  71.7 49.2  58.3  179.2  67.8  53.0  58.9  179.8 
理 学 部 55.6  39.4  52.8  147.9  63.6  44.1  50.9  158.6  63.4  48.1  53.8  165.2 
全 体 58.0  40.6  54.1  152.7 66.9  46.2  54.2  167.3  63.3  48.6  55.1  167.0 
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プン受講者のG-TELP成績推移の在り方については、通常クラスと e-learning クラスとの比較等を交え
ながら、今後も注意深く推移を見守る必要がある。

４．学生によるアンケート結果について
　G-TELPの全学受験実施と共に、１年生と２年生のG-TELP受験者を対象にアンケート調査を実施し
ているが、２０１１年度前期アンケートより、これまでの質問項目を踏まえ、大部分の基本的な質問の趣旨
は変えずに、質問項目の表現を下の資料９から資料１０のように改めた。

資料９［旧］２００８年度から２０１０年度までの質問項目：
　　No. １�　G-TELPの結果が英語の成績に一部反映されることにより、一夜漬けでない普段の英語学

習の必要性を感じるようになった。
　　No. ２�　Moodle上でG-TELP模擬試験にトライしたり、別のG-TELP問題集をするなど、何らかの

事前学習活動を行った。
　　No. ３�　G-TELPのような外部試験を受験することにより、英語学習に対する学習意欲や目的意識

が高まる。
　　No. ４�　G-TELP以外の、TOEIC、TOEFL、英検等の外部試験について、１－２年次（低学年）

に受験する計画でいる。
　　No. ５�　現在履修している英語科目に対して、ほぼ毎週（毎回）、授業時間外学習（自宅学習等）を行っ

ている。

　質問項目No. １からNo. ４までは、新旧で趣旨に変化はない。No. ５では、英語の履修科目に対する
定期的な勉強（予習・復習等）の有無を尋ねていたが、新質問項目では、単に履修した英語科目に関す
る勉強に限らず、英語一般の勉強の必要性の意識を尋ねている。新質問項目によるアンケート結果は資
料１０－１、１０－２、資料１１－１、１１－２の通りである。特徴的なのは、一年生に比べ２年生が、「そう
思う」「どちらかといえばそう思う」の比率が下がる一方、「どちらかといえばそう思わない」「そう思
わない」の比率が逆に上昇している点である。この傾向は２００８年度から２０１０年度までの１年次前期から
後期にかけての傾向とも符号するが、入学時の緊張が時間と共にほぐれてきた結果が数値として表れて
いるとも考えられる。ただ、質問項目５の英語の自主的学習による実力養成の必要性については、２年
次でその認識度が下がる傾向にあるものの、比率的には、１年次で９１. ５％、２年次でも８３. ４％あり、
英語の自主学習への意識がまだ大方は残っているといえる。学士課程教育の卒業年次までに各人に必要
な外国語能力を維持のみならず増進させていくためにはどうすべきか、学士課程教育全体のなかでの大
きな点検項目の１つともいえると思われる。たとえば、コア英語や英語オープンの後に４学部（理、工、
農、水産）で３期以降に開講され、必修指定となっている「専門英語」への接続はどのようになされて
いるであろうか。また３、４（、５、６）年次の各学科での専門科目での英語を利用する際の学習状況
はいかがか。卒業年次までに専門科目の学習上必要な英語力ならびに個人のニーズとして必要な英語力
の向上に対応できるサービスが組織的、個別的にどのように提供されているのか、また、提供しうるの
か、各学部・学科からの情報をお聴かせいただきながら、今後の検討課題の一つとしていきたい。
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資料１０［新］アンケート項目
■アンケート項目とその結果
　　No １　英語の成績の一部がG-TELPで評価されるため、普段から英語学習に力を入れた。
　　No ２　G-TELPの模擬試験に挑戦するなど、何らかの形でG-TELPの事前学習を行った。
　　No ３　G-TELPを受験することで、英語学習に対する目標意識や目的意識が高まる。
　　No ４�　G-TELPの受験や受験準備を通して、TOEIC, TOEFL, 英検など、G-TELP以外の外部試験

にも挑戦したいという気になった。
　　No ５　今回G-TELPを受験して、英語をもっと積極的に学ぶ必要があると感じた。

資料１０－２　１年次対象アンケート結果のグラフ化

資料 １０－１　１年生対象 [英語コア] の2011年度前期アンケート調査の全体結果
■全体

No. １ No. ２ No. ３ No. ４ No. ５
そう思う 　89（　4.6%） 423（21.9%） 394（20.4%） 457（23.6%） 1251（64.8%）
どちらかといえばそう思う 551（28.5%） 698（36.1%） 905（46.8%） 615（31.8%） 517（26.7%）
どちらかといえばそう思わない 738（38.2%） 346（17.9%） 373（19.3%） 476（24.6%） 79（　4.0%）
そう思わない 553（28.6%） 463（23.9%） 258（13.3%） 382（19.7%） 83（　4.3%）

資料１１－１　２年生対象 [英語オープン] の2011年度前期アンケート調査の全体結果
■全体

No. １ No. ２ No. ３ No. ４ No. ５
そう思う 　42（　4.2%） 　82（　8.2%） 138（13.8%） 182（18.2%） 491（49.1%）
どちらかといえばそう思う 235（23.5%） 226（22.6%） 413（42.3%） 312（31.2%） 343（34.3%）
どちらかといえばそう思わない 386（38.6%） 255（25.5%） 240（24.0%） 260（26.0%） 　78（　7.8%）
そう思わない 338（33.8%） 438（43.8%） 210（21.0%） 246（24.6%） 　88（　8.8%）
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資料１１－２　２年次対象アンケート結果のグラフ化

　
５．結語
　冒頭にも示した通り、本稿の主要な論点は次のとおりである。

　１）全学的に、２０１０年度でも１年次前期から後期にかけて得点の伸びが見られる傾向がある。
　２�）過去４年間（２００８年度～ ２０１１年度）についてみると、全学的観点からは入学生の英語学力レベ

ルは毎年ほぼ同一である。
　３�）２年次英語オープンを開講する５学部（教育、工、水産、農、理）に関して、同一学生の英語学

力の伸びをみると（入学時～２年前期：２０１０年～２０１１年前期）、１年次の前期から後期にかけて伸
び、２年次前期にかけて横ばいとなる傾向がある。

　４�）英語共通実力テスト受験後、普段の自主学習による実力養成の必要性を再認識する学生は、１年
次から２年次にかけて上昇はしないが、極端に減少することもない。

　上記４）の所見や本年報所収のトルマーコ氏や村山氏による各論考等を手がかりとして、共通教育の
専門英語や各専門課程で必要な英語教育への引き継ぎ状況を、卒業年次までの学士課程教育全体におけ
る外国語の学習成果の観点から点検し、必要とあらば、さらなる整備を検討し、さらに可視化する方向
で英語教育改革を模索する可能性もある。
　大学教育のグローバル化と学士課程教育としての学士力等を鑑み、今後もさらに、全学英語共通実力
テストのデータを蓄積して、結果の推移を注意深く見守りながら、学力状況の具体的な把握に努めてい
く必要がある。

PART １：資料６の補遺
ｔ－検定結果
　　帰無仮説：テスト間の平均点の差には有意差がない
帰無仮説を採択　⇒　有意差がない
帰無仮説を棄却　⇒　有意差がないとはいえない　⇒　有意差がある
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ｔ－検定：一対の標本による平均の検定ツール

2010年前期-2010年後期 2010年後期-2011年前期
TTL TTL TTL TTL

平均 152.698876 167.29551 平均 167.295506 167.042697
分散 941.319796 1044.6539 分散 1044.65386 1335.14553
観測数 890 890 観測数 890 890
ピアソン相関 0.65931975 ピアソン相関 0.68478769
仮説平均との差異 0 仮説平均との差異 0
自由度 889 自由度 889
t -16.719329 t 0.27315956
P（T<=t）片側 4.522E-55 P（T<=t）片側 0.392397
t 境界値 片側 1.64656945 t 境界値 片側 1.64656945
P（T<=t）両側 9.044E-55 P（T<=t）両側 0.784794
t 境界値 両側 1.96263599 t 境界値 両側 1.96263599
検定結果Ｐ（T<=t）＜0.05　⇒　よって、仮説は棄却
　　　　　　　　　　　　　⇒　有意差がある

検定結果Ｐ（T<=t）＞0.05　⇒　よって、仮説は採択
　　　　　　　　　　　　⇒　有意差がない

GRM GRM GRM GRM
平均 58.0269663 66.895506 平均 66.8955056 63.2831461
分散 252.563951 274.40189 分散 274.401892 245.213326
観測数 890 890 観測数 890 890
ピアソン相関 0.55010769 ピアソン相関 0.52433258
仮説平均との差異 0 仮説平均との差異 0
自由度 889 自由度 889
t -17.174085 t 6.8488195
P（T<=t）片側 1.3091E-57 P（T<=t）片側 6.9436E-12
t 境界値 片側 1.64656945 t 境界値 片側 1.64656945
P（T<=t）両側 2.6181E-57 P（T<=t）両側 1.3887E-11
t 境界値 両側 1.96263599 t 境界値 両側 1.96263599
検定結果Ｐ（T<=t）＜0.05　⇒　よって、仮説は棄却
　　　　　　　　　　　　⇒  有意差がある

検定結果Ｐ（T<=t）＜0.05　⇒　よって、仮説は棄却
　　　　　　　　　　　　 ⇒  有意差がある

LST LST LST LST
平均 40.5516854 46.244944 平均 46.2449438 48.6348315
分散 111.241983 128.1874 分散 128.187404 197.181463
観測数 890 890 観測数 890 890
ピアソン相関 0.26118941 ピアソン相関 0.356081
仮説平均との差異 0 仮説平均との差異 0
自由度 889 自由度 889
t -12.764629 t -4.8950278
P（T<=t）片側 1.0998E-34 P（T<=t）片側 5.8352E-07
t 境界値 片側 1.64656945 t 境界値 片側 1.64656945
P（T<=t）両側 2.1997E-34 P（T<=t）両側 1.167E-06
t 境界値 両側 1.96263599 t 境界値 両側 1.96263599
検定結果Ｐ（T<=t）＜0.05　⇒　よって、仮説は棄却
　　　　　　　　　　　　⇒　有意差がある

検定結果Ｐ（T<=t）＜0.05　⇒　よって、仮説は棄却
　　　　　　　　　　　　⇒　有意差がある

RDG RDG RDG RDG
平均 54.1202247 54.155056 平均 54.1550562 55.1247191
分散 207.437723 196.04792 分散 196.047922 261.022673
観測数 890 890 観測数 890 890
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PART  II 　鹿児島大学における英語再履修クラスについて　－課題と今後の展望－

１.救済措置としての英語再履修クラス　－英語再履修クラス設置の経緯
　教養部改組後の平成９年から、共通教育の必修英語（英語コア）の単位を修得できなかった学生への
救済措置として、「英語総合基礎（通称コア再）」を開講している。このコア再は特に科目区分なしの総
合英語という性格付けであり、これを履修すれば必修の英語コア（U（総合）、C（作文）、O（オーラル）、
R（読解）の科目区分あり）に読み替えて単位を修得することができる。
　このコア再設置をめぐっては、本来、英語コアの科目区分に応じて、コア再 U,　コア再 C,　コア再 O,
　コア再 Rなどのように科目区分を設けることで、落とした当該英語コア科目との内容の一致が保証で
きるようにすることが望ましい等の意見はあったようであるが、主としてマンパワーの不足を理由とし
て、その案は見送られ、総合英語的な科目としてコア再が設置された経緯がある。

２．平成９年度－平成２３年度前期までの状況
　以下に、平成９年から平成２３年度前期までのコア再とその背景の状況について第１期、第２期、第３
期に分けて略述する。
　⑴　第１期　平成９―平成１９年度 （教養部解体後から英語教育改革前の状況）
　背景としての必修英語コアの状況 ：
　第１期は、必修の英語コアの在り方としては、平成２０年度以降の英語教育改革以前の状況で、英語コ
アは一応U（総合）、C（作文）、O（オーラル）、R（読解）の科目区分はあったが習熟度別編成はなさ
れておらず、使用テキスト選択も教員による完全裁量性で、しかも一クラス平均６０－７０名の多人数クラ
ス編成。評価は１００％個別教員による完全裁量。
　上記のような背景のなかで、第１期におけるコア再クラスは、必修の英語コアクラスと同様、習熟度
別によらない学力混淆の多人数クラス（約６０名平均）。使用テキスト選択も英語コアと同様、教員によ
る完全裁量性。評価も１００％個別教員による完全裁量。コア再を履修すれば、U, C, O, Rのいずれの英語
コア科目との読み替えも可能。コア再は、教員による完全自由裁量制の英語コアと共通性が極めて高い。
　⑵　第２期　平成２０－平成２２年度（２０年度以降英語教育改革実施）
　背景としての必修英語コアの状況：
　第２期は、英語教育改革の開始期にあたる。　必修英語コアはU（総合）、C（作文）、O（オーラル）、R（読
解）の科目区分は継続するが、従来の学力混合クラスをやめて、上級、中級、初級の３レベル習熟度別
編成クラスとした。また、従来の多人数クラスを改め、コアCとコアOは３０人程度の少人数クラスとした。
使用テキストは複数の推奨テキストから教員が選択。評価は個別教員評価８０％、共通アチーブメントテ
スト（G-TELP）による評価２０％とする混合評価とした。
　上記のような背景のなかで、第２期におけるコア再は、旧態依然の、習熟度別によらない学力混淆の
多人数クラス（約６０名平均）。使用テキスト選択も従来通りの教員による完全裁量性。評価も１００％個別

ピアソン相関 0.51640727 ピアソン相関 0.52475573
仮説平均との差異 0 仮説平均との差異 0
自由度 889 自由度 889
t -0.0743739 t -1.9518402
P（T<=t）片側 0.47036482 P（T<=t）片側 0.02563542
t 境界値 片側 1.64656945 t 境界値 片側 1.64656945
P（T<=t）両側 0.94072963 P（T<=t）両側 0.05127083
t 境界値 両側 1.96263599 t 境界値 両側 1.96263599
検定結果Ｐ（T<=t）＞0.05　⇒　よって、仮説は採択
　　　　　　　　　　　　⇒　有意差がない

検定結果Ｐ（T<=t）＞0.05　⇒　よって、仮説は採択
　　　　　　　　　　　　⇒　有意差がない
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教員による完全裁量。ここにきて、コア再の異質性、２０年度以降の新たなコアカリキュラムの在り方と
の不整合が顕在化するに至った。 ２０年度英語教育改革後の英語コアとコア再の乖離が歴然となる。
　⑶　第３期　２３年度前期 （２３年度にコア再にU, C, O, Rの区分を設ける）
　特に、必修コアカリキュラムとの整合性を考慮する形で、２３年度からはコア再にも必修英語コアと同
様、U, C, O, Rの科目区分を設け、英語コアで単位を落とした学生はその当該科目のコア再を履修する、
という形をとった。この方式の一つのメリットは、コア再のクラスサイズのばらつきが大幅に是正され
た点。（従来は、‘なんでもあり’クラスだったため、特定教員のクラスに人数が集中する傾向があった。）
　２３年度現在の状況については、上記のように第３期はコア再も必修英語コアと同様のU, C, O, Rの科
目区分を設けたことは一歩前進といえるが、依然として、学力混淆、多人数、テキスト選択・評価の教
員による完全裁量などの問題が残っており、必修コアカリキュラムと相いれない不整合の側面が顕著。

３．コア再クラスの教育上の問題点
　コア再は残念ながら、「駆け込み寺」、「楽勝科目」という側面を有している。コア再を履修すれば英
語コアのU、C、O、Rのどの科目とも読み替え可能なこともあり（２２年度まで）、コア再は「駆け込み寺」
的な様相を呈し、学生の中には本来履修すべき英語コア科目の代わりにいきなりコア再を履修したいと
いう履修登録の希望を出してくる者もいる。
　また、コア再は学生の甘えを助長する傾向が強いクラスとなっている。例年、コア再で不合格になっ
た学生（特に卒業年次生）が、出席不足あるいは試験結果の悪さなどの自己責任は棚上げする格好で、
執拗に担当教員に単位認定を迫る、などの状況がある。（この理由については様々に考えられる。）
　コア再は、表１．に示す通り必修の英語コアクラスに比べて放棄率が異常に高いという特徴がある。

表１．コア再クラスの放棄率
コア再クラスの第1～ 3期の推移

第1期（特に18－19年度） 第2期（20－22年度） 第3期（23年度前期） 合　　　計
合格 ４８４（４９．４％） 　９６７（５９．２％ ） １０９（５１．７％ ） 1560（５５．２％ ）
不可 　３９（　４．０％） 　　９８（　６．０％ ）   ３（ １．４％ ）  140（ ５．０％ ）
放棄 ４５７（４７．０％） 　５７０（３４．９％ ） 　９９（４７．０％ ） 1126（４０．０％ ）
合計 980 1635 211 2826

解説：�第1期から第3期までの平均で４０％の放棄率を示している。この放棄率の高さがコア再クラスの特徴とし
てあげられる。

表２．英語コアクラスの放棄率
通常コアクラスの場合：第1～ 3期の推移

第1期（特に18－19年度） 第2期（20－22年度） 第3期（23年度前期） 合　　　計
合格 １２３６６（９２．４％） １８４０２（９３．６％） ３２８７（９４．９％） 34055（９３．３％）
不可 　　３９５（　３．０％）   ６８７（　３．５％） 　１１０（　３．２％） 　1192（３．３％）
放棄 　　６１９（　４．６％） 　　 ５６１（　２．９％） 　　６７（　１．９％） 　1247（３．４％）
合計 13380 19650 3464 36494

解説：　第1期から第3期までの平均で3.4％の放棄率で、これは率としてはコア再クラスの十分の一以下である。

４．コア再履修学生アンケートの結果
　コア再全４クラスの学生の四分の三にあたる２１９名から回答が得られた。１，２年生が約７割（両学年
とも約８０名）、３年生が約１５%（３３名）、４年生が約１０%（２２名）であった。数は多くはないが４年生の
中には在籍年数でいうところの５年生から８年生までが散見される。コア再の受講生は、それ以前に受
講した通常のコア英語クラスを不可もしくは放棄となった学生といえるが、不可が約６割、放棄が約４
割であった。不可の学生の中には可能性として、出席回数が皆勤（１５回）の者から１０回の者がいると考
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えられるが、少なからぬ学生が欠席回数ぎりぎり（５回が限度）で何とか期末試験を受けたものと思わ
れる。
　通常のコアクラスが不可であった学生に対して、コアクラスが不可とならないためにはどのような心
掛けが必要と思うかと尋ねたところ（複数回答可；不可の者１３０名から２０９の回答：一人平均１.６）、大方
の学生が（１１３名：８７%）、予習、復習等の授業に関する普段の英語学習の積み重ねを指摘している。ま
た、G-TELP（国際英検）受験日に休まないこと（３７名：２８%）や（G-TELPのための）事前学習活動
を行うこと（３４名：２６%）を挙げている。前者は、英語の共通実力テストとして全１年生に受験を義務
付けているG-TELPの成績結果が学期末成績に反映されることと関係している。後者の事前学習とは、
自学自習用に提供されているMoodle（ムードル）上でのG-TELP模擬試験（解答・解説付き）にトライ
することなどを指している。同質問に対する「その他」の自由記述として、早起きを習慣付ける、授業
に遅刻しない、英語が苦手だという意識を捨てる、朝起きれるよう生活のリズムを整える、毎日英語に
触れる、といった言葉が見られる一方、英語の苦手意識をなくす、といった声も見られる点に着目して
おきたい。
　通常のコアクラスを放棄した学生に対して、コアクラスを放棄しないための心掛けを尋ねたところ（複
数回答可；放棄の者９０名から１７４の回答：一人平均１.９）、７割の学生（６３名）が生活の規律（遅刻・欠
席との関係）の整えを挙げている。この７割の学生に対して同時に、規律の乱れる原因は何であると考
えているか尋ねてみると、夜更かしや寝坊をしないといったものの他に、集団の苦手意識をなくす、な
かなか寝付けない、朝起きられない、朝食を食べる習慣がない（ぎりぎりまで寝ている）、アルバイト、
という回答が見られた。放棄を回避するための心がけとして、生活規律に続いて指摘されたのは、学習
の目的意識を明確にする、が、５２名（６割弱）、体調管理の徹底が４３名（５割弱）であった。放棄しな
い心掛けとして、「その他」の自由記述の中に、面倒だというような感情を取り払う。３年だが、もう
後がないと感じる。１年後期は全ての授業を放棄した／部活の仕事を一人に任せきりにする、といった
ものに加え、英語が苦手だという意識を捨てる、という記述も見られた。こうした声は、表に出てきた
数は少ないけれども、潜在的には少なからずあるのではないかと思われる。単純に英語に関する語学が
苦手だということでは済まされない問題が横たわっていると言えよう。ちなみに、このアンケートを実

（H22年度後期10月実施）

0 回答者数 219名：コア再全4クラスの約７５％

1 学年 1，2年生が約７０％
（1年約37％、2年約35％、3年約15％、4年約10％）

2 通常コアクラスを落とした原因
不可：約６０％

放棄：約４０％

3 不可・回避の心掛け
普段の英語学習(予習や復習)：８７％

英語の苦手意識をなくす、等：その他（自由記述）として

4 放棄・回避の心掛け 生活の規律(遅刻・欠席)：７０％

集団の苦手意識をなくす、等：乱規律の原因（自由記述）

学習目的意識（を高める）：６０％弱

体調管理（の徹底）：５０％弱

大学入学時に友達を多く作る：その他（自由記述）として

参考：履修後の学期末成績（コア再全クラス２８９名中）
　　　　合格　　　５０％強
　　　　不可　　約４％
　　　　放棄　　約４０％
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施した４クラス２８９名の最終成績は、１５４名が合格（５３%）したものの不可が１３名（４%）おり、そして
残念ながら全体のおよそ４割（１２２名）が放棄という結果であった。こうした放棄率の高さはどこから
生じてくるのであろうか。
　コア再の高い放棄率の背景には、種々の要因が考えられようが、後天的要因（例えば怠惰等）だけで
はなく、先天的要因（例えば発達障害等）に起因する学習上の障害も考えられる。先天的要因で例示し
た発達障害は、『教職員のための障害学生修学支援ガイド』（日本学生支援機構, ２００９,p.１４１）によると、
学習の問題にとどまらず、周囲の人との対人関係や普段の行動など、生活上に様々な困難が生じるが、
身体障害にくらべて障害による問題とは分かりにくいこと、また障害と健常の間が明確でなく、どこま
でが障害でどこからが本人の個性や能力の問題であるのか区別がつきにくいこと、障害かどうかが周囲
あるいは学生本人にさえ自覚しづらく、誰を対象にどこまでどのような支援を行えばよいのかを考えて
いくことの困難さ、さらに、同じ発達障害でもその問題の表れ方は一人一人違い、支援を考える際は、
それぞれに適した個別のメニューが必要であるなど検討課題がとても多くあること、が指摘されている。
こうした問題点があろうことも踏まえておく必要があると思われる。
　外国語学習上の障害事例として、コア再のクラス担当者ならびに保健管理センタースタッフとのやり
とりから、たとえば、外国語特有の無意味な記号の結びつけが苦手であったり、外国語学習に必要な繰
り返しを疎まず、コツコツ積み上げていく作業（反復学習）が不得手である等のケースが挙げられる。
前者でいえば、外国語の単語がなかなか覚えられないという訴えである。日本語の母語話者にとって
は、母語以外の言葉は本来的に無意味な音声記号だと思われ、なぜdogが犬で、godが神なのか、とい
う問題である。しかし、母語であっても言語学的には音声記号と意味の関係は恣意的（arbitrary）で
ある。一匹の「犬」の存在を前にして、日本語の母語話者はイヌと呼び、英語の母語話者はドッグと呼
ぶわけであり、意味と音声記号との間には各言語に特有の「慣例、習慣」があるのであって、必然的な
関係があるわけではない。ひょっとすると、そのような言語の原理的な仕組みを伝える機会を通して、
無意味の意味に気付いてもらえることで、ひいては外国語の単語学習にも前向きに取り組む機縁となる
やもしれない。しかし、現時点では、学習障害傾向にある学生とのこうした知見のやりとりが学習障害
の克服にどの程度の効果を持つのかは未知数である。また、もう一方の外国語学習の根幹をなす反復学
習に困難を覚える学生の場合にも、どのような方法でどこまでの支援が必要であるのかについて対応は
現時点では十分とはいえない。

５．コア再クラスは廃止の方向へ
　２３年度現在、教育センター外国語教育推進部では、上記のカリキュラム上の不整合、教育上の問題点
などを理由にコア再廃止の方向で議論を進め、各学部に提案を投げかけてそのフィードバックを待って
いる状況であるが、見通しとしては、２４年度からは再履修クラス廃止は実現される模様である。（ただ
し、在学生が不利益を被らないように、２４年度の新入生から再履修クラス廃止は適用することとする計
画である。）

６．今後に向けた提案
　コア再完全廃止までの教育対策としては次の４点に留意したい。
１�）コア再廃止の方向で、まず、コア再履修生の５～６割を占める通常学生の勉学姿勢を整えることか

ら取り組んでいくことが求められる。学生の甘えが出る前に、少なくとも、単位認定規則の諒解を徹
底（特に出席条件）に留意する必要があろうと思われる。シラバスに明記することはもちろんのこと、
入学前後ならびに学部・学科でのオリエンテーション、学内掲示、ならびにコア再クラスにおける初
回～３回目のあたりまでのクラス説明を通じて単位認定のシステムを周知しておく必要がある。同時
に、卒業年次までコア再を残させぬよう各スタッフの関わる範囲内で努めて注意を喚起していくこと
が求められる。
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２�）コア再履修生の４割を占める外国語が「苦手＋アルファ」である学生に対しては、本人から話をよ
く聴き、個々の実態把握と理解に努める。｢無意味な記号」学習に苦悩する場合、言語記号の恣意性・
有契性、形態素や語源等の言語学的な知見等を踏まえて、気長に指導に当たることが有効かもしれな
い。このあたりの知見を慎重かつ大胆に試みていく必要があろう。

３�）特にコア再は、２回連続で欠席する学生をマークし、組織的にアウト・リーチをかけることを試み
てよいのではないかと思われる。例えば、クラス担当者や所属学科担任が当該学生と面談を行う。理
由が不明瞭な場合は、本人の同意のもと保健管理センターへ赴かせる。多くの場合、一人では行かな
い（場合によっては心理的要因から行けない）ケースが少なくないため、同伴が望ましい。学生が来
るのを単に待つのでなく、こちらから能動的に出ていく姿勢のあり方を考えていく時期に差しかかっ
ているように思われる。

４�）先天的な要因によるところの成績不振は、当然のことながら、コア再にとどまる話ではなく、他の
学士課程教育科目全般に関わる問題である。生活全般にも大なり小なり関係することでもあるため、
正確な情報に基づく慎重な組織的対応が求められる。

　�　さらに今後に向けた幅広い提案として、３つのポリシー整備と（個別）学習支援体制の観点から、
次の２点を加えておきたい。

５�）３つのポリシー （アドミッション、カリキュラム、ディプロマ）の整合性と責任を全学的に確認す
る。大学入学の条件をしっかり吟味し、入学を許可した以上は、出来る限りの責任を各現場で担う覚
悟を組織的に共有する必要がある。

６�）発達障害等に関する知見を幅広く共有し、学習支援体制のさらなる構築に努める。クラス担当教員、
所属学科担任教員はもちろんのこと、事務職員、保健管理センタースタッフ（医師、保健師、カウン
セラー等）との有機的連携のもと、院生やピア・サポータらによる協力も必要に応じて要請できるよ
うな学生支援組織をより良いものへと整えていく地道な努力が求められる。学内のみならず、他大学
ならびに各種専門機関等の学外との情報交換も肝要であろう。

　以上のような点に組織的に留意していくことで、通常の学生はもとより、修学支援を必要とする学生
たちも十分な視野のもとにおいて、よりよい教育活動を展開してゆけるのではないかと思われる。
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１．はじめに
　本稿の目的は、２０１１年１～２月に本学の全学FD委員会が実施した「鹿児島大学共通教育における学
習実態・学習成果に関する調査」（以下、学習実態調査とする）の結果に基づき、教育方法と学生の学
習動機との関係を明らかにすることにある。
　大学生をめぐっては、長年にわたって様々な議論が行われてきた。１９５０～１９９０年代の大学生論を分析
した溝上（２００４）によれば、その間にはスチューデント・アパシーやシラケ、モラトリアムなどその時々
の大学生の特徴が指摘されてきたが、いずれも大学生の否定的側面に注目した「大学生ダメ論」であっ
たという。学生と日常的に接触を持つ大学教員が語る大学生の現状は、年長者としての視点で見た若者
の印象論に陥りやすい。昔の自己や学生が美化されることも往々にして見られ、客観的事実とはいいが
たい場合が少なくない。
　しかしその後、岡部他（１９９９）など、大学生の学力低下を示すデータも明らかにされるようになって
きた。大学生の実態は、今や大学関係者だけでなく、社会全体においても注目すべき問題のひとつとし
て位置づけられている。それは、教育成果を明確に示すことを求める昨今の社会的要求からも明らかで
ある。入学した学生に適切な教育を施し、十分な教育成果をあげて能力を高めたうえで社会へと送り出
していくことが、大学に強く求められている。
　Pascarella and Terenzini（２００５）によれば、大学教育の成果を規定する決定的要素は学生のインボ
ルブメントやエンゲージメントである。ここでいうインボルブメントあるいはエンゲージメントの意味
するところとは、学生の学習へのかかわりである。つまり、学生が学習に対して意欲的に取り組もうと
している場合、高い成果が得られる可能性は高い。
　この点を踏まえて本稿では、本学で用いられている様々な教育方法に注目してそれらが学生の学習に
与える効果を検証し、今後の教育改善の方向性を示す。

２．学生調査の現状
　近年の大学において急速に重要性を増しているのがIR（Institutional Research）である。大学機関調
査あるいは機関研究と訳されるIRは、大学内に存在する様々なデータの分析および活用を意味する。
ここでいう諸データとは、財務や管理、教学、学生等に関するものが含まれている。２００４年に導入され
た法人評価や認証評価、第３者評価の定着を受け、大学経営における意思決定や教育改善の基盤となる
データの重要性も増している。そこでIRへの関心も高まっているといえる。
　こうしたIRのうち、特に教育改善とのかかわりが深いのが教学IRであり、学生調査はその中の１つ
として位置づけられる。教育成果の測定にあたっては、期末試験やレポート、あるいはポートフォリオ
などを通して行う直接評価と、学習の過程を対象とする間接評価とがある。この間接評価の代表的なも
のが学生調査である。
　先駆的に学生調査を進めてきた大学の一例が島根大学である。同大学では教育開発センターが中心と
なり、入学時の状況を明らかにする新入生調査、学習の経路を明らかにする中間調査、そして卒業生・
修了生調査をそれぞれ実施することにより、学生の学習の軌跡を明らかにしている。そして、この結果
からより効果的な学習支援や教育内容・方法の開発を目指すとしている。
　全国規模の学生調査としては、東京大学大学経営・政策研究センターが２００７年に実施した全国大学生
調査がある。同調査は１２７大学２８８学部４８,２３３人を対象として実施され、２００９年にはそのうち３,３７１人を

「鹿児島大学共通教育における学習実態・学習成果に関する調査」からの教育改善
―学習動機に対する学習経験の影響に注目して―

教育センター高等教育研究開発部　准教授　伊藤奈賀子
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対象とした追跡調査も実施している。さらに同センターは、大学教員や職員を対象とした調査も実施し
ており、大学教育の実情について様々な立場から明らかにしている。また大学だけでなく、教育産業界
でも学生調査は行われている。例えばBenesse教育研究開発センターは２００８年に、４,０７０人を対象とし
て、大学生の学習・生活実態調査を実施している。こうした調査結果から、日本の学生に全般的に見ら
れる様々な特徴が明らかにされている。
　この他，国内他大学さらには大学生の世界的傾向との比較を可能にするものとして、山田礼子らが開
発したJCIRP（Japanese Cooperative Institutional Research Program）がある。JCIRPは大学生調査、
新入生調査および短期大学生用調査の３種類からなる。２００４年開始のJCSSには６２大学、１６,１００人が、
２００８年開始のJFSには２０９大学、約２８,０００人が参加しているという（山田、２０１１）。多くの大規模調査と
は異なり、JCIRPでは参加大学全体のデータとともに自大学に関する個別データも入手可能である点が
特徴といえる。
　実施主体は多様化しつつあるものの、学生調査に関しては、拡大の一途であるといって差し支えない。
大学の質保証および教育改善の基盤として、学生調査の役割は非常に大きくなっている。

３．「鹿児島大学共通教育における学習実態・学習成果に関する調査」の概要
　本調査の目的は以下のとおりである。第一に、共通教育科目を受講する学生の実態の把握である。授
業においてより高い教育効果をあげるには、学生の基礎知識や学習ニーズを的確に把握しておく必要が
あるためである。第二に、本学では数年をかけて共通教育科目の新規開設や整理を初めとして様々な改
善を加え、現在も改革の途上にある。そうした改善の成果が適切に表れているかの検証である。
　調査方法は授業時の質問紙による自記式調査で、２０１１年１～２月に実施した。調査対象は共通教育科
目の履修をおおむね終える本学２年次生１５４４名であった。調査項目は以下の１０点にまとめられる。なお、
結果の詳細については、『鹿児島大学共通教育における学習実態・学習成果に関する調査報告書』を参
照されたい。
　１．基本事項
　２．日頃の行動・習慣・考え
　３．共通教育科目の受講の有無および予習・復習の時間
　４．共通教育科目の授業における学習の仕方
　５．共通教育において受講した授業形態
　６．共通教育において経験したこと
　７．共通教育において入学時点と比べて変化したこと
　８．共通教育の授業を通して身についた知識・技能・態度
　９．今学期（４期）中における各活動の一週間あたりの平均時間
　１０．鹿児島大学に対して

４．学習経験に関する調査結果
　本項では、調査結果のうち、特に「共通教育において経験したこと」の結果に着目して論ずる。ここ
でいう経験とは、個々の科目内において教員の指導の下に積み重ねられる学習経験のみを指すのではな
い。むしろ、「大学・学部の教員団（ファカルティ）によってはじめてデザインされうるような学習経験」（松
下、２００３、p.７４）を意味している。つまり、一つ一つの科目における学習経験だけでなく、大学や学部
の教育目的や方針およびそれらに基づくカリキュラム全体を通して与えられるものを指す。
　そうした学習経験に注目する意図は、それが学生の学習成果に深くかかわるものであることによる。
村澤（２００３）は、学生の能力向上において在学中の学習経験の規定力が大きいことを明らかにしている。
また葛城（２００６）は、教育成果とはいかなる教育が提供されているかより、学生がいかなる学習を行っ
たかによって規定されることを明らかにした。こうしたことから、学生の学習経験の実態を把握するこ
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とは、本学における今後の教育改善を考える上で非常に重要であると考えられる。
　そこで本項では学習実態調査の結果のうち、特に学生の学習動機の実態を示した部分に注目して詳細
に論ずる。

　図１および図２は、学習実態調査のうち「共通教育において経験したこと」の結果を示している。図
１は「共通教育で経験したこと」を「はい」か「いいえ」で問うたものである。そして図２は、先の問
いにおいて「はい」と答えた学生を対象として、その学習経験が学習意欲にどれだけつながったと考え
るかを４段階で尋ねた結果である。
　図１から明らかになったのは、共通教育における学習経験にはかなりのばらつきがあるということで
ある。最も多くの学生が経験していたのは「授業で毎回、ミニッツ・ペーパーを書いた」（９２.５％）であり、

「授業でゲスト・スピーカーによる講義を受けた」（７２.１％）、「授業で毎回、小テストがあった」（６０.３％）、
「レポートの書き方や図書館の利用方法について学んだ」（５９.１％）、「授業で教員からよく質問や問いか
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けがなされた」（５４.５％）と続く。半数以上の学生が回答したのは、１５項目中上記の６項目である。ミ
ニッツ・ペーパーに関しては、ほとんどの学生が一度は経験していることがわかる。
　しかし、回答者である学生が共通教育修了段階に当たる２年次の学生であることを考えた場合、学習
経験が多様であるとはいいがたい。特に、「短期の海外研修に参加した」（２.５％）、「授業で合宿があり、
参加した」（８.１％）、「オフィスアワー等で教員に質問し、問題を解決した」（１６.９％）、「授業とは別に、
友だち同士で勉強会を開催した」（２６.７％）など、授業内容に関係する教室外学習に関しては全体的に
数値が低く、経験していない学生の多さが目立った。もちろん、学生の専門分野や興味関心、さらには
授業の進め方の影響を受けるため、すべての学生に海外研修や合宿の機会があるわけではない点には配
慮が必要である。一方、「授業で地域社会の人と交流した」（１０.７％）の数値の低さに関しては、授業時
間内における教室での地域人材との交流であることから、学生の問題というには無理がある。これは授
業担当者である教員もしくはカリキュラム全体で対処すべき問題である。
　さらに図２に目を移す。図２が示しているのは、共通教育において経験したことのうち、自身の学習
動機に変化が現れたと回答した学生の割合である。
　半数以上の学生が「高まった」と回答したのは、「短期の海外研修に参加した」（７４.３％）、「授業とは
別に、友達同士で勉強会（自主ゼミ）を開催した」（６３.７％）、「授業で合宿があり、参加した」（５９.０％）
の３項目であった。この３項目に共通するのは、図１に示した学習経験の有無に関して、経験したと回
答した学生の割合が非常に低い点である。３項目の中で最も高い勉強会の開催でも、全学生の約４分の
１に過ぎず、海外短期研修に至ってはわずか２．５％である。この３項目については、「少し高まった」ま
で含めればいずれも９割前後の学生が学習動機の向上を感じているものの、該当する学生は少ない。
　この３項目以外に、「とても高まった」「少し高まった」を合わせた回答率が９割を超えたものは、「オ
フィスアワー等で教員に質問し、問題を解決した」（９４.９％）、「レポートや答案などを教員からコメン
ト付きで返却してもらった」（９３.９％）の２項目である。この２項目に関しては、前者は経験したと回
答した割合がわずか１６.９％にとどまっていることから、学生全体の中で効果を実感した学生はわずかで
あると言わざるを得ない。しかし後者については、５０.６％の学生が経験しており、そのほとんどが学習
動機の向上につながったと回答している。
　これら以外に、経験した学生の割合が高かったものの効果に注目すると、ほとんどの項目で８割以上
が「とても高まった」「少し高まった」と回答している中、「授業で毎回、ミニッツ・ペーパー（感想・
意見・質問等）を書いた」だけが６７.９％にとどまっている。さらにこの項目において「とても高まった」
と回答した割合はわずか１５.８％と、すべての項目の中で最も低い。

５．考察
　以上の結果に基づき、考察を加える。ここでは特徴的な結果が現れた３点に言及する。第一に、経験
した学生の比率も高く、学習動機の向上にも寄与していた、レポートや答案のコメント付き返却であ
る。第二に、経験した学生は少ないものの、学習動機を高めていた海外短期研修や自主ゼミを取り上げ
る。そして第三に、多くの学生が経験しているものの、学習動機への影響が低い割合にとどまっていた
ミニッツ・ペーパーである。
⑴　レポートや答案のコメント付き返却
　特に学期末に行われるレポートや試験の評価結果を学生に返却することは難しい。しかし、学期末の
返却が困難であるならば、中間レポートや試験、あるいは各回で小レポートや小テストを実施するとい
うのもひとつの方法である。成績評価に際しては、期末レポートや試験のみでの評価には問題が多い。
それは、機会の問題だけではなく、学生の能力の伸びを図ることが困難なためである。各界の授業を通
して学生がどのようなことを考え、どのような知識や技術を身につけたかを把握するためにも、複数回
にわたって小レポート・小テストを課すことは効果的である。ただし、本調査の「授業で毎回、小テス
トがあった」という問いに対して、それが学習動機の向上につながったと回答した学生は、「とても高まっ
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た」「少し高まった」を合わせれば８２.７％に上るが、「とても高まった」とした学生は２９.５％であり、決
して多いとはいえない。
　この、小テストに関する問いとコメント付き返却に関する問いとの結果を合わせて考えると、問題は
小テストを実施するか否かにあるのではないといえる。重要なのはむしろ、実施後である。小テストの
結果はどのようなものだったのか、自分の誤答はどこに問題があり、どうすれば良かったのかがわから
なければ、その後自主学習を進めることは難しい。同様に、提出したレポートはどのように評価された
のか、評価基準も出来の如何も知らされなければ、学生自ら改善していくことは困難である。学生の学
習はその授業後も継続するものであり、当該授業の成績だけが重要なのではない。その時点では理解が
不十分であっても、その後に正確な知識を身につけ、的確な文章作成ができるようになれば、学習の成
果は認められる。学生が自ら学ぶ態度を身につけることにつながるためである。そうした点を考慮すれ
ば、学生自ら自分の実情や問題点を理解し、自ら学んでいく態度を修得するためにも、教員がコメント
をつけたうえでレポートや答案を返却することの意義は大きい。
　しかし、同時に考慮しなければならない問題もある。それは、教員の負担である。レポートや答案に
コメントをつけて返却することの意義が明らかになったからといって、たとえば１００人、２００人を超える
受講生を抱える大規模授業において、一人ひとりにコメントを付すことによる教員の負担は極めて大き
い。学生の学習動機向上に効果的であっても、多忙化が進み、限られた時間の中で教員自身の努力だけ
で対処できるものではない。ＴＡの積極的参加や学生同士の相互コメント活動導入などが必要である。
大規模授業あるいは教員の負担感の肥大という問題の解決は教育に意欲的な教員であるからこそ必要か
つ重要である。

⑵　教室外の学習
　経験した学生は少数ながら、学習動機に対する顕著な影響が見られたのが、海外短期研修や自主ゼミ
への参加、あるいはオフィスアワー等を利用しての質問などである。これらの共通点は、決められた時
間に教室で行われる最も一般的な授業とは異なる点である。前者に関しては、すべての専門分野に関し
て研修プログラムが設けられているわけではなく、金銭的負担も少なくないことから、一概に多くの学
生に参加を求めることはできない。また後者に関しては、その実施が単位の修得にとって必須ではなく
学生の自主性に任せられるものであるため、教員が実施を促すことも難しい。さらに、まだ学習経験も
少ない１年次や２年次の学生が自主ゼミを企画・実施することや教員の研究室を訪問し、質問しようと
するには、教員の側がアイデアを伝えたり、質問しやすい雰囲気をつくったりといった配慮が必要にな
る。しかし、教員が学生にそうした活動を進めたり、紹介したりすることはできても、強いることはで
きない。
　これら３項目に共通するのは以下の点である。つまり、学生にこうした学習活動への積極的な参加を
促すには教員が機会を設けることや働きかけることが必要であるものの、実際にそれを行うかどうかは
各学生の判断にゆだねられるため、参加学生の数を増やすのはなかなか困難である。学生の学習動機を
高める効果があるのであれば、参加学生の増加は大学にとって望ましい。しかし、実際には学生の専門
分野や経済状況などの影響も受けるため、すべての学生に同じように勧められるものではない。このた
め、これらの項目に関しては、対象となる学生が少数にとどまることを前提としたうえで、プログラム
の改善や教室外での積極的な学習活動を促していくことが必要となる。

⑶　ミニッツ・ペーパーの問題
　今回の調査において、ミニッツ・ペーパーがどのような意図で、あるいはどのような内容のものを表
しているかは不明である。授業の感想を書いたものもあれば、内容に関する質問を書いたもの、教員か
らの問いかけに答えたものなど様々な内容が含まれていると考えられる。提出されたミニッツ・ペーパー
に関して、回収した教員からフィードバックがあったかどうかも定かではない。
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　ミニッツ・ペーパーはカリフォルニア大学バークレー校の物理学教員が開発したもので、授業の最後
の１分間に、授業の要点と疑問点について書かせるものとして始まった。ミニッツ・ペーパーを１分と
いう限られた時間の中で書くためには、最後にまとめるべき内容を意識して授業を受ける必要があり、
学習態度にも影響を及ぼすことから学生の学習効果に良い影響を及ぼすことが明らかにされた。その後、
日本でも、東海大学を先駆けとして多くの大学で導入された。さらには大福帳やシャトルカードなど、
１枚紙に毎回学生の記述とそれに対する教員からのコメントが書き加えられていく形式のものも生みだ
された。しかし、当初のミニッツ・ペーパーとは異なり、学生が書き込む内容は必ずしも授業のポイン
トや疑問点に限定されているとは限らない。大学や学部全体として統一的な方針をとっていない限り、
どのような内容を書かせるかは授業を担当する教員の裁量に任せられている。そのため、ミニッツ・ペー
パーをどのように教育活動に位置づけるかが曖昧化しているのではないか。
　ミニッツ・ペーパーは活用の仕方によって様々な機能を果たし得る。授業の要点をまとめたり疑問点
を書かせたりすること、あるいは教員から内容に関連した問いを与えてそれに答えさせることなど、ミ
ニッツ・ペーパーを利用して学生の学習の進化を促すことは可能である。また、教員から積極的にコメ
ントを返すことで、学生とのコミュニケーションを図ることも可能である。コメントを返すことについ
ては、先述のとおり学生の学習動機の促進には効果的であるものの、教員にとっては負担が小さくない。
状況に応じて、クラス全体に対してコメントを返すなどの柔軟な対応が必要となる。
　さらに、ミニッツ・ペーパーを利用する場合、授業終了後の用紙の管理が問題となる。仮に次年度の
授業に生かすことを考えても、すべての用紙を保管は大きな問題である。これに対しては、たとえば
Moodleで対処が可能である。データ収集から管理までの負担が軽減でき、次年度以降の授業改善にも
効果的だといえる。

⑷　小括
　以上から明らかになったのは、次の２点である。ひとつは、学生の多様な学習経験を保証するにして
も、学生の多様性に配慮する必要があるということである。そしてもうひとつは、多くの学生を対象と
する場合には、効果を高めるような実施方法を検討したうえで行う必要があるということである。
　前者に関しては先述のとおりであり、ここでは後者について述べる。
　コメントをつけてのレポート・答案の返却は、学生の学習動機に効果的ではあるものの、教員の負担
増という問題が生じることを指摘した。また、ミニッツ・ペーパーに関連しては、目的や意味を明確に
したうえで実施しなければ形骸化してしまい、学習に与える効果は限定的なものにとどまることが明ら
かになった。いずれも、学生の学習動機に効果的であっても負担感が大きければ多くの教員に取り組み
を促していくことは難しい。また、目的が曖昧なままで実施しても、今度は学生の負担感が増すだけで
十分な効果は見られないことになる。
　学生の学習動機を高めることは、大学教育の成果向上のためにはきわめて重要である。その意味で、
レポートや答案のコメント付き返却は積極的に行っていくべきものである。本稿では字数の制限もあっ
て特に言及しなかったものの、教員が学生に積極的に問いかけることや少人数での議論を取り入れるこ
とによって学習動機を高める効果があることが示された。必要に応じてこうした活動を取り入れること
で授業の成果を、さらには大学全体としての教育の質を向上させることが可能になる。
　しかしその一方で、ミニッツ・ペーパーに関する結果が示しているように、その活動を行うだけで学
習動機に十分な影響を及ぼすことはできない。活動は、どのような目的・方法で、どのような機会に行
うかなどについての詳細な検討と綿密な準備があって初めて十分な効果を発揮し得る。そのことは、教
員の負担感軽減という観点からも重要である。大学としての教育機能の向上は不可欠の課題であるが、
同時に、学生および教職員の負担感を高めることなく、学習動機を高めるようなやり方を開発していく
必要がある。これは、個々の教員個人の問題だけではなく、本学全体で取り組む必要があるだろう。教
育の改善や質の保証・向上を個々の教員の問題としてとらえるのではなく、大学もしくは学部・学科全
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体にとっての課題として位置付けることが重要である。

６．おわりに
　学生調査は実施すること自体に意味があるのではない。その結果を教育の改善に還元して初めて成果
となる。本学におけるこのような調査は初めての試みであり、その成果をどのように教育に還元してい
くかについての実績は何もない。そのため、今後の試金石としても、本調査の「その後」の意味は極め
て大きい。
　ただし、「その後」の意味するところは各教員によって異なる。本稿では教育改善に向けたいくつか
の提案を行った。しかし、中には既にミニッツ・ペーパーを実質的な教育の改善に活かしている教員も
いる。一方、担当科目が大規模講義ばかりでコメントを返すのが困難な教員もいる。それぞれの状況に
応じた教育改善を可能にするような知見を蓄積・共有していくことが必要である。
　本調査は共通教育科目の履修をほぼ終える２年次の学生を対象としたものであることからしても、教
育センターがこの結果を教育改善に活かすことは喫緊の課題である。しかし、問題は決して教育センター
にとどまるものではない。１年次より専門科目の履修も始まっており、本調査の結果が専門教育とは全
く無関係であるとは考えがたい。学内すべての部局が本調査の結果をそれぞれの文脈の中で教育改善に
活かしていくことが求められている。
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はじめに
　近年本学学生の体力がかなり低下していることが明らかとなり、とりわけ女子学生で背筋力の低下
が著しく、近い将来姿勢が悪くなったり、腰痛の原因となったり、子育てや介護などの日常生活を安
全に過ごすうえで支障を来す可能性があることが示唆されている（飯干ら、２００６；飯干ら、２００９）。ま
た、最近の女子学生については、痩せ願望が強く、過度のダイエットと運動不足からBMI（Body Mass 
Index）は正常範囲であるが体脂肪率の高い「隠れ肥満」が増加傾向にあり、間瀬と宮脇（２００５）は、

「隠れ肥満」者の体力が「正常」者より劣ることを報告している。「肥満」は体力の低下のみならずメタ
ボリックシンドロームの原因となり、骨粗鬆症、癌などの生活習慣病の罹患率を上昇させるといわれて
いることから、体力低下を引き起こさないように運動習慣を形成する必要がある。しかし、運動習慣形
成の場である運動部や地域スポーツクラブへの所属状況についてみると、本学女子学生では「所属して
いない」学生が７２％に上り、現状では部活によって体力の向上を期待できそうにない。そのためそのよ
うな学生に対して、行動科学に基づき運動行動のアドヒアレンス（行動の維持や継続）を高める手立て
を講じる必要が大学体育授業に求められている。
　こうした理由から、最近、大学生を対象に行動変容技法を用いた介入を授業で実施した時の効果が報
告されるようになってきた。このような運動行動に及ぼす介入の効果は身体活動量の変化や変容の段階

（ステージ）で評価されるが、非介入群と介入群を設け変容ステージで評価した授業研究は少ない。変
容ステージとは、Prochaska･Velicer（１９９７）によるTTM（Transtheoretical model）の中心的要素であり、
過去および現在における行動を「無関心（前熟考）期」、「関心（熟考）期」、「準備期」、「実行期」、「維
持期」という５つのステージで示している。変容ステージで運動行動を評価した研究について概観する
と、講義授業では橋本（２００５）が行動変容技法を指導した介入群と指導しなかった非介入群とを比較
し、無関心期・関心期の初期ステージで介入効果がみられることを報告している。実技授業では山口ら

（２００４）が介入群の方が非介入群より運動行動ステージの前進が有意に多いことを報告し、荒井ら（２００９）
が運動行動ステージに対応した介入で有意な効果を報告しているが、いずれも女子学生だけを対象とし
た報告ではない。
　そこで本研究では、女子学生に絞り、本学で実施されている体育・健康科学実習Ⅰにおいて運動行動
変容技法を取入れた介入を実施した時の効果について検証することにした。検証のためのモデルは、体
育・健康科学実習Ⅰの授業を［独立変数］、ソーシャルサポート、セルフモニタリングなどの行動変容
技法を［媒介変数］、運動行動の変容効果を［従属変数］としている。

方　法
１．授業内容の概略と実施した介入
　対象とした授業は前期に１年生を対象に全学部必修科目として開講されている体育・健康科学実習Ⅰ
で、その学習目標は、①自己の体力レベルを知る、②安全で有効な健康づくり運動の方法を知る、③運
動・スポーツの楽しさを知る、④健康づくりの運動を行うための知識、技能、態度・習慣を身につける、
ことである。
　表１は授業内容の概略と実施した介入の内容をそれぞれ示している。授業は同一時間帯の受講者を男
女別に５クラスに分け、実習ノートに沿って受講者全員に同一内容で実施されている。　初回だけはオ
リエンテーションが含まれているため全クラス同じ場所で同じ授業内容を実施するが、２週目以降は各
クラス実施場所が重ならないよう授業内容の順序を変えて行われている。本実習では身体の機能とその

行動変容技法を取入れた体育・健康科学実習授業が女子大学生の運動行動に及ぼす効果

教育学部健康教育専修　教授　長　岡　良　治
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適応性や健康と運動の関係などを背景に、実習ノートをもとに、身体能力を測定し、自己の形態や体力
の現状を把握する。そして、具体的な健康づくりに適した運動を安全に実施するための方法を学び、健
康づくりの運動を行うための知識、技能、態度・習慣を身につけることが求められる。（★）を付した
授業には課題レポートの提出が義務づけられ、知識や技能について評価しているが、運動実施の態度や
計画、習慣がついたか否かの評価をするものではない。

表１　授業内容の概略と実施した介入

授業回数 授業内容 授業中に実施した介入

１ オリエンテーション・形態測定・体力測定１
（握力、長座体前屈、上体おこし、反復横跳び）

運動行動段階調査（◎）　自己効力調査（◎）
モニタリング練習開始

２ 体力測定２（20ｍシャトルラン、立ち幅跳び、
背筋力） 運動の恩恵と負担について

３ 体力測定３（50ｍ走、ハンドボール投げ）（★） 行動変容技法について

４ 種々の健康体操による調子づくり・からだづ
くり モニタリング開始

５ 筋力トレーニングによる健康づくり（★） 身体活動量

６ 自転車エルゴによる最大酸素摂取量の測定 運動行動の阻害要因について

７ 自転車エルゴによる最大酸素摂取量の測定（★） 自己効力を増すには

８ ウォーキング、ジョギングにおける運動強度
の測定（★） 目標設定について

９ スポーツにおける基礎的動き 質疑

10 スポーツ（卓球） 応援

11 スポーツ（ソフトバレー） 応援

12 スポーツ（卓球） 応援

13 スポーツ（ニチレクボール） 運動行動段階調査（◎）　自己効力調査（◎）
ステージアップの方策調査（◎）

14 スポーツ（バドミントン） モニタリング修了

２．介入法
　介入が運動行動の段階（ステージ）に及ぼす影響について調べるために筆者が担当した２クラスを
対象とし、そのうち１限目のクラス（女子４４名）を非介入群、２限目のクラス（女子４４名）を介入群
として比較した。介入はBandura（１９７７）の社会的認知理論およびProchaska･Velicer（１９９７）のTTM 

（Transtheoretical model）に基づいて行い、行動変容技法として、ピアラーニング、目標設定，セルフ
モニタリング、ソーシャルサポートを併用して実施した。運動行動変容ステージの測定は橋本（２００５）
の報告で使用されたものと同じ方法で行った。
　表１に示すように、介入群だけに実施した行動変容技法は、授業の約１０分間を使って、運動の恩恵と
負担、運動のバリアと解決法、運動行動に対する自信を高めるには、という課題でのピアラーニングで
ある。その他に、ソーシャルサポートとして、バディ（ペア）を決めてお互いに運動宣言や目標達成の
宣言をしたり、励ましたりするように指示した。さらに、疑問に対する情報提供も援助するように心が
けた。
　（◎）を付した運動行動のステージと運動への自信（自己効力感）に関する調査は授業１週目と１３週
目に行い、回想法によるステージ前進の方策に関する調査（表２）は１３週目のみ行い、それらは非介入
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群と介入群の両群に実施した。

表２�　回想法による運動行動変容の方策に関する調査項目（授業を受講し終った現在の状態を５段階評
定尺度で得点化した）

運動意識 運動不足の害と運動実施の恩恵に関する情報を得て、運動意識を高めることができた。

快適気分 実習Ⅰで運動・スポーツ実施後の快適な気分を味わうことができた。

周囲影響 運動・スポーツを「すること」や「しないこと」による、周囲の人々への影響を考えることができた。

負担恩恵 負担が少なく恩恵が多い運動・スポーツについて考えることができた。

運動情報 運動・スポーツを実施するきっかけとなる情報を積極的に得ることができた。

運動不足 運動不足が自分にとってどういう影響をもたらすかを考えることができた。

運動環境 運動・スポーツをやれる環境にあることに気づくことができた。

運動宣言 定期的な運動・スポーツの実施を決意し、友人や家族など周囲の人々に実施すること宣言できた。

運動目標 達成可能な目標設定を行うことができた。

代替運動 テレビを見ているとき筋トレを行うなどの代替行動をとるようになった。

励 ま し 運動・スポーツへの参加や増強に挑戦する仲間からの励ましや応援を得た。

運動刺激 セルフモニタリングノートの活用や万歩計、犬との散歩など運動刺激になるものを活用した。

報　　酬 運動・スポーツ行動を継続していることへの自己報酬を与えた。

　健康づくりのために必要な身体活動量の目安を自覚させるためにMETsを利用して運動のエネルギー
消費量を１週間記録させた。その記録結果を踏まえて運動目標を設定させ、実際のセルフモニタリング
は、表３に示した記録表に○×で記録するように指示した。

表３　運動行動モニタリング用紙

学籍番号（　　　）氏名（　　　　　　　　　）

　　　　　バディの氏名（　　　　　　　　　）

運動を行う目的：①　　　　　　　　　　　②　　　　　　　　　　　③

目標運動：毎日行うものと週何回か行うものに分ける

体調が普通以上○、悪い日は×を記入

目標運動ができたら○、できなかったら×記入

運動時間 月 月 月 月 月

実施する目標運動 （分） 日 日 日 日 日

1

2

3

4

天気

体調

３．分析方法
　完全な資料のみ選択し、調査結果を５段階評定尺度で得点化し、平均値の差を比較検討し、介入が及
ぼす効果について考察した。統計処理には統計解析用ソフトSPSS１７.０を使用した。
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結　果
１．運動行動ステージの変化
　非介入群でも介入群でも運動行動ステージは１３回の授業を受講することによって有意に前進した（図
１）。両群の前進の程度は，有意水準からみると非介入群が５％水準、介入群が１％水準で、介入群の
方が非介入群より有意水準が高かった。しかし、授業終了時の両群の運動行動ステージは有意な差がな
いため、非介入群に比べて介入群の方がより大きなステージの前進効果が得られるということはなかっ
た。

図１　非介入群と介入群の運動行動ステージの変化

　もっと詳細に変化をみるために個々人の行動ステージの変化についてみたのが表４と表５である。表
４は非介入群のもので、表中のＮの項は授業受講前に無関心期の者が１０名、関心期が２６名、準備期が３
名、実行期が２名いたことを示している。そして、１３回の授業受講後には無関心期に１０名いた学生のう
ち４名はそのまま無関心期に留まり、残り６名のうち１名は関心期に、３名は準備期に、２名は実行期
にステージを前進させたことを示している。同様に受講前に関心期に２６名いた学生のうち５名は無関心
期にステージを後退させ、５名は準備期に、９名は実行期にステージを前進させ、７名はそのまま関心
期に留まったことを示している。また表中のN-postの項は授業受講後に総計で無関心期の者が９名、関
心期が８名、準備期が１２名、実行期が１２名になったことを示している。表５は表４と同様の方法で介入
群のものを示したものである。

表４　非介入群の運動行動ステージの変化
無関心期 関心期 準備期 実行期 維持期 Ｎ

無関心期 4 1 3 2 10
関 心 期 5 7 5 9 26
準 備 期 3 3
実 行 期 1 1 2
維 持 期 0
N - p o s t 9 8 12 12 0

　女子学生の場合、授業受講前の運動行動ステージの分布を考慮すると、関心期と準備期の間には分岐
点があるかも知れない。そこで、その間で分けてみると、非介入群では授業受講前に準備期、実行期、
維持期の合計が５名で全体の１２.２％にすぎなかったが、受講後にはそれらの合計が２４名で全体の５８.５％
に前進し、その差は４６.３％で、これは授業を単に受講したことによる前進と捉えることができる。



Ⅲ　研究論文

－ 29 －

表５　介入群の運動行動ステージの変化
無関心期 関心期 準備期 実行期 維持期 Ｎ

無関心期 4 1 5 10
関 心 期 2 4 13 8 1 28
準 備 期 2 2
実 行 期 0
維 持 期 0
N - p o s t 6 5 20 8 1

　一方、介入群では受講前には準備期・実行期・維持期の合計が２名で全体の５.０％にすぎなかったが、
受講後にはそれらの合計が２９名で全体の７２.５％に前進し、その差は６７.５％であった。これは授業を単に
受講したことによる前進と介入による前進を合わせた前進を意味する。したがって，前述の授業を単に
受講したことによる前進の４６.３％を差引いた２１.２％が純粋に介入によって得られた効果と大まかに捉え
ることができる。その効果を小さいとみるか大きいとみるかは分かれるところであるが、表４と表５を
みると、介入群では非介入群に比べて関心期から無関心期へのステージ後退を完全ではないが防止して
いる意味は大きい。しかし、無関心期の学生のステージの前進には介入の効果が十分に得られていない。
これらのことから、介入の効果を上げるためには、介入の限られた時間を無関心期、関心期に集中させ
るなどの工夫が必要である。

２．運動に対する自己効力感の変化
　運動に対する自己効力感、すなわち「疲れている時でも」「気分が乗らない時でも」「時間が無い時で
も」「休暇中でも」「天気が良くない時でも」「一人で運動を行わなければならない時でも」運動を行う
ことができるといった自信がある者の方が定期的に運動を実施する傾向が高いといわれている（荒井ら、
２００５）。非介入群も介入群も運動行動ステージが上昇したことから運動に対する自己効力感が上昇する
ことが期待されたが、両群とも授業受講後に有意な上昇は認められなかった。

３．ステージ前進の方策への効果
　運動行動のステージを前進させるにはそれぞれのステージで前進を阻害している要因を取り除けばよ
いと考えられる。たとえば、無関心期の人は運動やスポーツを実施することに抵抗感を感じていたり、
問題意識を感じていなかったり、自分の行動を合理化しているといったことが多い。そのためステージ
前進の方策としては、身体活動や運動の実施と運動不足に関する情報を得て運動意識を高めたり、運動
やスポーツ実施後の爽快な気分を味わい感情的変化を経験すること、周囲への影響を考えることが大切
な要素となる。図２はこのようなステージの前進に影響を及ぼすと考えられている項目（表２）につい
て回想法により得られた結果を介入群と非介入群で比較したものである。
　介入群と非介入群で有意差が認められたのは周囲影響と運動刺激の２つの項目で介入群が非介入群よ
り有意に高い値を示した。周囲影響とは、運動やスポーツを「すること」や「しないこと」による周囲
の人々への影響を考えることができたかどうか、運動刺激とは、セルフモニタリングノートの活用や歩
数計、犬との散歩など運動刺激になるものを活用したかどうかを示したものである。これは介入群に施
したピアラーニングやバディによるソーシャルサポート、またセルフモニタリングの介入効果であり、
介入群の無関心期や関心期のステージ前進に大きく関与したと考えられる。
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図２　介入がステージ前進の方策に及ぼす項目

考　察
　現在わが国でも海外でも身体活動増進を意図し、TTMに基づき非介入群と介入群を設け変容ステー
ジで評価した授業研究は少なく、一貫した成果が得られているとはいえないという指摘がされている（荒
井ら、２００９）。さらに、対象を女子学生に絞った報告は皆無に等しい。最近本学で筆者が大学１年生１５０
名を対象として調べたところでは、体育授業を除いて週１～２回の運動・スポーツを６ヶ月間に「まっ
たく実施していない」者が、男子で２４．８％、女子で５８．１％であった。このような性差があるため女子だ
けを対象としたデータを得るため本研究は行われた。
　本研究において、運動行動ステージは、非介入群でも介入群でも有意に前進したことから、　本実習
で実施されている内容に運動行動変容技法を取入れなくても運動行動ステージは前進することが明らか
となった。一方、授業終了後の非介入群と介入群の運動行動ステージに有意な差がなかったことから、
運動行動変容技法を取入れることによる明確な効果は認められなかった。しかし、より詳細に個々人の
行動ステージの変化についてみると、２１.２％の者が運動行動変容技法を取入れることによって運動行動
ステージの前進効果を受けていたこと、介入群では非介入群に比べて関心期から無関心期へのステージ
後退を完全ではないが防止していることから、少なからず介入の効果はあったと考えられる。橋本（２００５）
は講義授業での男女を対象とした研究であるが、無関心期・関心期の初期ステージで介入効果が認めら
れることを報告している。正野（２００８）は運動以外の健康行動については介入により改善するが、運動
行動の増強については対象が運動系学生であったため差が認められなかったと指摘していることから、
本研究のように無関心期・関心期が多い女子学生には介入が有効であることが示唆された。
　ところで、TTMは、社会的認知理論（Bandura,１９７７）を統合したモデルであり、行動変容のステー
ジ、行動変容のプロセス、意思決定のバランスおよびセルフ・エフィカシー（自己効力感）という４つ
の要素から構成される（Prochaska･Velicer,１９９７）。今回の介入による運動行動ステージの前進が運動
に対する自己効力感と関係することが期待されたが両群とも授業受講後に自己効力感の有意な上昇は認
められなかった。荒井ら（２００５）も運動セルフ・エフィカシ―得点に差は見られなかったが介入により
日常身体活動を増強することを報告していることから、本授業が運動に対する自己効力感を上昇させる
ものではないこと、運動行動ステージの前進が運動に対する自己効力感の改善によるものではなく、別
の要因たとえば行動変容のプロセスによることが示唆された。行動変容プロセスとは、行動を変容させ
るストラテジー（方策）のことであり、認知的介入と行動的介入に分けられる。認知的介入としては、
意識の高揚、ドラマチィック・レリーフ、自己評価、環境的再評価、社会的解放の５つがあり、行動的
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介入としては、反対条件づけ、援助関係、強化マネジメント、自己解放、刺激コントロールの５つがあ
る。そして無関心期、関心期のような初期ステージでは認知的介入が、後期ステージでは行動的介入が
用いられる（岡、２０００ａ；橋本、２００５）。本研究における行動を変容させる方策についてみると周囲影
響と運動刺激の項目で介入効果が得られたが、周囲影響は環境的再評価に該当することからこれは認知
的介入によると考えられる。一方運動刺激は刺激コントロールに該当し、行動的介入によると考えられ
る。このことから今回の運動行動ステージの前進は単に認知的介入の効果であるとはいえず、行動的介
入も影響していることが示唆された。
　なお、今回の行動変容技法を取入れた介入研究でいくつかの課題が浮上した。まず、実習ノート以外
の内容に授業時間をさく事は、実習内容の消化不良や混乱を招き不評であった。理由として、対象とし
た授業が全学部必修で、実習ノートに沿って同一授業内容で実施され、しかも毎時間授業実施場所と実
習内容も異なる授業のなかで、行動変容のための時間を確保することに少し無理があったようである。
受講生は実習ノート以外のテーマに気持ちの切り替えがきかなかったり、実習のレポート提出以外にセ
ルフモニタリングの記録をしたりで、実習内容の消化不良や混乱を招いたと思われる。そのため今後そ
の点を考慮し工夫を凝らした介入プログラムが必要である。

まとめ
　本学女子学生の健康維持増進に必要な身体活動を増強するために、行動科学に基づく行動変容技法を
体育・健康科学実習Ⅰの授業に取入れたときの効果検証と、解決すべき課題を明確にすることを目的と
した。主に活用した行動変容技法はピアラーニング、目標設定、セルフモニタリング、ソーシャルサポー
トで、行動変容の効果はTTM（Transtheoretical model）で評価した．
　非介入群でも介入群でも運動行動ステージは１３回の授業を受講することによって有意に前進したが、
非介入群に比べて介入群の方がより大きなステージの前進効果が得られるということはなかった。　
２１．２％が純粋に介入によって得られた効果と大まかに捉えることができ、介入群では非介入群に比べて
関心期から無関心期へのステージ後退を完全ではないが防止していた。
　運動に対する自己効力感は両群とも授業受講後に有意な前進は認められなかった。介入群と非介入群
で有意差が認められたのは周囲影響と運動刺激の２つの項目で介入群が非介入群より有意に高い値を示
した。これらの結果から、無関心期・関心期の初期ステージで運動行動ステージの前進が運動に対する
自己効力感の改善によるものではなく、別の要因たとえば行動変容のプロセスによる認知的介入の効果
だけでなく、行動的介入も影響していることが示唆された。
　今回の行動変容技法を取入れた介入研究では、実習のレポート提出以外にセルフモニタリングの記録
をしたりで実習内容の消化不良や混乱を招いたと思われる。そのため今後その点を考慮し工夫を凝らし
た介入プログラムが必要である。
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Introduction
　　A great deal of time in meetings is taken up with the subject of the decline in motivation of 
our students.  The sources of these concerns are widespread; they come from students, parents, 
individual professors, indeed they are echoed right up to the people at the Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and Technology.  To date, much of the advice and guidance we have 
received has been general in nature.  It has usually taken the form of requests and demands that are 
often vague and lacking in inspiration.  One often comes across missives containing advice such as:

"Professors should take the time to make classes interesting."

Sage advice, it must be said; however, even if we ignore the problems inherent in defining 'an 
interesting class,' we must also acknowledge that the difficulties in promoting and maintaining 
motivation are much more complex than simply trying to makes one's classes 'interesting.'  This 
paper will attempt to discuss the present and past state of affairs in terms of our students' language 
learning behaviours and how these behavioural patterns influence motivation in the classroom.  It 
will also aim to offer some personal insights and suggestions on how best to promote and maintain a 
level of motivation that not only helps facilitate the acquisition of English as a second language, but 
also encourages our students to engage more fully in their studies both now and in the future.　　

Background
　　Most papers on motivation will begin with a definition.  For the purposes of brevity, and an 
acknowledgement that the readers of this text are more than familiar with the subject; it would be 
expedient to simply refer to a familiar definition of motivation.  Ellis, １９９４:７１３, describes motivation 
as "the effort which learners put into learning a second language as a result of their needs or desire 
to learn it."  Most academics further divide the subject into intrinsic and extrinsic motivation.  Ellis 
(１９９４) suggests that intrinsic motivation is derived from personal interests and inner needs, whereas, 
extrinsic motivation is derived from external sources such as material rewards.  If we are to 
progress to a meaningful discussion on how to improve the 'efforts' of our students, we now need to 
examine two issues:

●　How much effort do our students put into their studies?
●　What can we do increase and maintain efforts?

Arresting the decline in motivation of our students:
An appraisal of their current and prior learning behaviours 

with the aim of discovering ways in which we can help 
facilitate a productive classroom.

John Tremarco
Kagoshima University, Education Centre, Department for the 

Promotion of Foreign Languages
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　　In answer to the first question of how much effort our students put into their studies, one 
answer can be found in the great deal of disquiet over the perceived lack of endeavour of the 
modern student as evidenced in the concerns raised on this matter in the agendas and comments of 
committee meetings and seminars throughout the length and breadth of the country.  All of which 
suggests, that not only is there a decline in motivation, but more importantly, there is also a demand 
that we need to do something to arrest this decline.  
　　As we shall see in our discussions later, the matter of motivating students is a complex issue.  
One is often instructed in one way or another to keep our students 'happy.'  Keeping students 
'happy' is a relatively easy task to achieve; however, if they are to realize any improvements in their 
acquisition of English, we must ensure that they are also productive through the employment of 
an appropriate range of educational demands throughout their studies.  The challenge we face is 
striking the right balance between the two.  We need to choose a path that is directed at helping 
them reach the standards of linguistic competence and personal development that we set out for 
them in our educational policies. 
　　Perhaps the biggest problem we face stems from the attitude and expectations of many of 
our students.  Many, if not all of them, have just finished six years of English language instruction 
at junior and senior high schools.  The last three years at senior high school, have in the main, 
consisted of arduous programmes of rote learning that included hours and hours of laborious copying 
regimes.  This is often coupled with many hours of night time visits to cram schools to do more of 
the same.  Whilst acknowledging that such programmes fully prepare the students for university 
entrance examinations, it is not unreasonable to suggest that they do not prepare them well for what 
they are likely to face in a language class at university. 　There is little doubt that a great number 
of our students who have been through such programmes are physically and mentally exhausted 
by the process.  We are left with a situation in which the students feel that their herculean efforts 
at high school entitle them to something of an "academic break" when they reach university.  It is 
almost as if they feel that they have reached a point where they have finished their studies, rather 
than the more conventional idea that university presents them with an opportunity to really start 
developing both academically and personally.  If we are to motivate our students, it is imperative 
that we understand this phenomenon.  This attitude can be found across all of the courses taught at 
university, but it is particularly true of students undertaking English language courses.
　　Before we can correct the attitudes and learning behaviour of our students, we must first 
understand what has lead them to their present way of thinking and behaving.  We can make a start 
in this process by asking the following two questions:

●　What can we reasonably expect from our students?  
●　Are they likely to engage in the kind of efforts demanded by 'good learning practices?'

　　It is no great secret that 'all behaviour is learnt.'  Therein lies the answer (at least in part) to our 
first question above.  Put simply, our students behave the way they have been taught to behave; a 
way, it must be said, is not always conducive to the successful acquisition of a second language.  The 
notion that those studying a second language need to adopt the behaviour of the 'good language 
learner' is widely acknowledged as essential in second language acquisition studies.  However, the 
plain truth is that the learning practices of our students do not match with those needed to attain 
'good language learning behaviour.'  Before we move on in this discussion, it might prove useful to 
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refer to the definitions of some prominent academics in this area.  Ellis (１９９４) identifies five major 
aspects of the good language learner:

●　a concern for language form

●　a concern for communication (functional practice)

●　an active task approach

●　an awareness of the learning process

●　a capacity to use strategies flexibly in accordance with task requirements

　　These notions are reflected upon and refined by others in the field, including those of Naiman 
et al. １９７８; Huang and Van Naersson, １９８５, Wenden and Rubin, １９８７, and Oxford, １９８９.  Oxford 
(１９８９:２３５) suggests: "that good language learners use more and better learning strategies than do poor 
learners."  Oxford (１９８９) contends that good language learners manage their own learning process 
through metacognitive strategies.  Their attitudes and emotions are controlled, using affective 
strategies.  They work with others using social strategies and utilise memory strategies to get 
information into memory and recall when required.  Good learners employ new language directly 
with cognitive strategies and overcome knowledge limitations through compensatory strategies.  
　　It is tempting to see Oxford's arguments and the culmination of ideas espoused in the 
aforementioned studies as nothing more than common sense.  Furthermore, if we take into account 
the lack of universal agreement on the finer details of 'goodness' of a language learner, one might be 
convinced that there is nothing to gain by promoting good language learning practices.  However, 
the above limitations notwithstanding, we still have available to us as educators, a wealth of 
information and research that provides us with sufficient evidence to strongly suggest that if our 
students are to become 'good language learners' we must encourage them to expand their limited 
ways of learning. 
　　Of course, meaningful change cannot happen overnight.  Many of our students will struggle with 
the notion of independent language learning behaviour.   What makes our job of changing language 
learning behaviour in Japanese students difficult are the differences that can be found in the 
respective teaching methodologies in Western and Japanese foreign language classrooms.  One major 
difference between Western and Japanese education systems can be found in the respective views on 
autonomy.  Although autonomy is seen as beneficial and actively encouraged in the learning process 
in Western educational systems (indeed it is seen as one of the pre-requisites of a 'good learner') the 
same cannot be said of the education system in Japan. 
　　The particular problem for the students of this institution and others in Japan to a lesser or 
greater degree is that many of them are learning English in two distinctly separate systems.  Whilst 
much is made of the benefits of the respective systems, little consideration is given to the problems 
that arise for the students who are asked to operate simultaneously within them.  It is an enormous 
leap from one setting to the next in terms of pedagogical philosophies encountered; aims pursued; 
teaching methodologies; and last but not least, the lingua-franca of each class, which can switch from 
mainly Japanese to mainly English depending on each individual educator .  In the Japanese system, 
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they are asked to passively absorb directly instructed information, without comment or analysis, 
and yet an hour or a day later, they can find themselves in a situation where they are challenged to 
actively participate in the learning process via comment, debate, opinion and other forms of original 
oral and written production.  This kind of situation presents an enormous challenge for even the 
most competent of language learners, let alone first and second-year university students, the majority 
of whom are not English Majors.  There is a wealth of empirical and anecdotal evidence that speaks 
of the difficulty Japanese students experience in engaging in these kinds of activities, Locastro (１９９６), 
Sasaki (１９９６) and Law (１９９５) are but three of the scores of commentators to make such observations.   
　　It should be noted at this point in our discussion that many educational institutions at all levels 
in Japan do promote some form of 'good language learning behaviour' with formal direction in good 
language learning strategy choice and good language learning behaviour instruction components.  
Indeed, great strides have been made in the communicative competency of Japanese students in 
these programmes.  However, if we consider that the biggest influence on the learning process 
in all subject areas comes from Japanese teachers in primary, junior and senior high schools, it is 
not unreasonable to assume that the education they receive in these places will have the biggest 
influence on the students' choice of language learning behaviour, which it must be said are not ideally 
suited to the notion of the 'good language learner.'  In truth, in the learning patterns of the vast 
majority of first and second-year classes, we are unlikely to find a high number of the recommended 
strategies mentioned earlier in regular use.  On the contrary, we are more likely to encounter a very 
limited range of good learning strategies. 
　　We should not leave this topic without stating that not all commentators see the traditional 
Japanese methods of English language education as deficient.  For example, despite the antipathy 
many Western educators have against rote learning, there is evidence of its effectiveness.  In a 
comparative study of American and Japanese students on attitudes and abilities to rote learning, 
Tinkham (１９８９) found that Japanese students not only showed a more positive attitude to 
memorisation, they also scored significantly higher than their American counterparts in their 
performance in recalling and recognising twelve recently memorised words in a new language.  
Furthermore, although American students showed a more positive attitude towards the creative 
activity of writing a short description, the difference in results was not significantly different to those 
of the Japanese students.  The implication according to Tinkham, is that teachers and curriculum 
developers should realise that many students are not only good at rote learning, they appear to 
enjoy it.  We would do well to remember this when we are planning our syllabi and classes.
　　Tinkham's observations not withstanding, many professors are left with students who because 
of their perceived notions of having 'finished' their studies and the fact that they do not possess the 
skills and good learning practices for success in second language acquisition, exhibit very low levels 
of motivation.  If this is not evident at the beginning of a course, they soon show sign of disinterest if 
the correct measures to help them adapt to a "new way" of studying are not implemented.  

The Creation and Maintenance of Motivation in the Classroom 

Now it is time to address the second and perhaps the most important of our two questions set out at 
the beginning of this paper:

●　What can we do increase and maintain productive efforts in our students?
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　　This issue is extremely complex because of the variance in educational goals between the 
systems referred to in most of the previous studies on 'good language learning behaviour' and those 
found in Japanese educational institutions.  Furthermore, the mental processes involved in language 
acquisition are little understood.  Evidence of this can be found in psychological studies; one such 
study carried out by Black (１９９１: １４１) claims that we are able only to give a vague account of our 
thought processes.  
　　The challenge for us as educators is to successfully devise ways in which our students can 
engage in and expand the type of learning behaviours that can improve motivation and language 
acquisition whilst not ignoring their cultural characteristics including past and present learning 
behaviour.  There is no quick solution to this quandary.  Using prescriptive methods to analyse and 
determine strategy choice without due consideration to cultural differences is fraught with danger.  
LoCastro (１９９４) warns that some learning behaviour assessment systems may not be sensitive to the 
concerns of Japanese students and consequently may not give a clear picture of the nature of their 
learning approaches.  Nevertheless, one way to start is to simply ask the students about the way 
they learn or have learned a language.  This can be done through a simple structured questionnaire, 
or through a dedicated 'Learning Behaviour' course of study designed to introduce students to the 
benefits of good learning behaviour in terms of increasing both competence and motivation.  
　　To further our understanding of our students' motivational attitudes we should ask ourselves: 
'What is the purpose of language learning?'  An examination of this topic can help greatly in creating 
motivation through appropriate instruction and evaluation.  Traditionally, these endeavours have 
been focused on the relatively narrow notions surrounding the reproduction of language form and 
its subsequent evaluation.  Scant attention has been paid to other aspects of language education such 
as self-development and self-awareness and its relationship to the promotion of motivation.  Even 
the more modern concept of 'communicative competence' instruction ignores these ideas.  Both 
approaches pay little attention to the importance of self development and self-awareness despite the 
plethora of authors who strongly advise that language learning courses should be more than simply 
concentrating on language form alone.  Indeed some like Hughes (２００２) goes so far as to say that 
"speaking is not naturally language focused; it is people focused."  Byram (１９９７) acknowledged such 
an approach in a rationalization of the fostering of critical self-awareness skills.  Byram suggested 
that these skills are essential if students are to understand not only themselves, but also the thoughts 
and actions of fellow classmates.  If we are to truly understand our students, and at the same time 
help them understand themselves and their place in the world, we would do well to heed the advice 
of Byram and others. 
　　How do we take what we have discussed above and translate it into the promotion of motivation 
in our students in and out of the classroom?  Before we embark on answering this question and offer 
up some suggestions on creating good learning behavior, we should first ask ourselves: Is the balance 
between our research and classroom activities appropriate?  It may seem a strange question at first, 
given the amount of research referred to in this paper; however, there is little doubt that too much 
focus on our research activities can lead us to forget about the importance of classroom motivation 
and maintenance.  A good maxim to follow is that all our research activities should be aimed at a 
practical application in the classroom.  
　　Taking all of the above points into consideration it's time to offer some proposals to help create 
and maintain motivation in our students.  First and foremost, we must find out as much as we can 
about our students with regard to their past and present learning behaviours.  This can be done 
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by simply asking them, either informally or by carrying out a class survey in the first weeks of 
a semester.  We should also take the time to ascertain if any of our students suffer from medical 
conditions that are likely to hinder their progress.  Broken arms are easy to see and relatively easy 
to deal with, but we must ensure we are aware of any 'Learning Difficulties' they may suffer from.  
The misinterpretation of a medical condition of a particular student as 'laziness' can have a disastrous 
effect on the motivation of not only that student, but also on how the rest of class perceive you.  If 
you are seen as uncaring, it is unlikely that your students will put any efforts into their studies.  
　　Once you have a grasp of the situation with your students, be sure to implement changes to 
their learning behaviour slowly, as they are likely to be new concepts for most of them.  Motivating 
students is not simply a question of keeping them 'happy' with 'interesting' 'easy' classes; it is 
important to make reasonable and appropriate demands of them in order for them to make progress.  
Make goals that encourage good learning behavior, for example, when you set an examination or an 
assignment, devise undertakings that don't rely on memory skills alone-this also has the advantage of 
cutting down on cheating.  Take an interest in your students, get to know their names, where they 
are from, what club they belong to etc.  It may seem trite at first glance, but knowing a professor 
has an interest in a class, makes students feel that what they do is important; this fact is borne out 
by the positive comments recorded in the class surveys we carry out every semester.  Ensure your 
evaluations methods are well explained at the beginning of a course, they should be consistent and 
continuous. Leaving evaluation to the end of a course encourages the students to switch off until July 
or February.  The more you know about your students the better, focus on what your students can 
do, not on what they can't do.  This does not mean that you have to lower your expectations and/or 
your educational values, far from it; it simply means that knowing more about your students allows 
you a greater chance of creating classes that are appropriate and motivational.  

Conclusion
　　As a national education institution, we create lofty ideals for our students to adhere to in our 
curriculum and admission policies.  If we are to make sure that our students' achievements reflect 
those ideals, we must do much more than go through the motions in our teaching and evaluation 
activities.  There is no real doubt that creating and maintaining optimum levels of motivation plays a 
key part in achieving this aim.
　　In order to make the right kind of choices in our methodology that are more likely to promote 
and maintain a high level of motivation, and improve the linguistic competence of our students, we 
should be prepared, to not only take into account their past learning behaviours, but also endeavour 
to take the appropriate action to ensure that they adopt language learning behaviour designed to 
increase a deeper engagement in their studies.
　　It is vital that we make ourselves and our students aware of the notion of good language 
learning behaviour and its effect on motivation in the classroom.  Improving linguistic competence 
and student engagement should not be limited to simply weaning students off their present learning 
behaviour and replacing it with new ones, as that suggests there is 'something wrong' with their 
present procedures.  Instead, we should choose methodologies, syllabi, strategy instruction and 
materials that take into account not only our perceived weaknesses of them, but also their strengths, 
attitudes and cultural background.  Indeed, this must be done with a patient committed ethnographic 
outlook.  It may well be the case that Japanese students and teachers with their aversion to 
autonomy will not be able to engage in self-assessment, or be equipped to deal with a wide range 
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of strategy use.  Educators may have to contemplate the implementation of a compromise that will 
include some form of teacher-centred direct instruction.  Moreover, the number of choices may be 
very limited in range depending on the compatibility with the major educational goals and skills of 
the students.  The more we know about our students, and the more they know about themselves 
and each other, the better chance of increasing the engagement and motivation of our students.  The 
Educator on location is in the best position to decide what is likely to increase the efforts in their 
students, having said this, we can with some confidence say that, the chances of success will be 
greatly enhanced if we give due consideration to all of the arguments laid out earlier.  
　　If there is one message to take from this paper, it is that the keys to motivating students do 
not lie in directives from above.  Whilst they have a contribution to make, they cannot be the main 
driver in improving motivation no matter how well intentioned or designed.  The most productive 
solutions to this particular problem can only be found in the classroom; we need only look for them.  
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要　旨

学習動機の低下をいかに抑制すべきか

―実り多い教室作りに向けた学習行動履歴の肯定的評価―

教育センター外国語教育推進部　准教授　トレマーコ・ジョン

キーワード： �学習動機、自律性、良い外国語学習方法、エスノグラフィーの視点

　この論文は、日本の大学の英語に関する授業において、学生が学習意欲をどのように維持し続けるか、
という長年の懸案に対する洞察と答えを探求するものである。まず学生の現在と過去の外国語学習方法
に着目し、それに関する考察を行う。その結果は、教授法やシラバス作成法、ラーニング・ストラテジー
の指導法、資料作成法等を教員が選択する際の有効なガイドとなるであろうと主張する。
　また、そのプロセスにおいて、学生の背景にある文化の違いに慎重であるべきだと指摘する。この論
文の最も重要なポイントは、学生の学習意欲向上の鍵は外部にあるわけではなく、実際の授業と学生の
中に探し当てることができる、という点である。教員には、それを探求するためのたゆまぬ努力が不可
欠である。
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キーワード：一般教育英語・専門英語・英語力の必要性・学士課程教育・アンケート調査

１.はじめに
　鹿児島大学での学部生向け英語科目は現在、一般教育としての英語科目と専門英語科目の２つから
成っている。まず、全８学部中３学部では１年次後期まで、残る５学部では２年次前期まで、各学生は
教育センターが管理運営する一般教育英語科目を履修する。その後、所属によっては、学部が設置する
専門英語科目を学ぶことになる。各英語科目担当教員の協力のもとでこの実施体制が維持されているが、
現在、特に次の２点について再点検が必要になってきている：

◦�　現状では、本学の英語科目は卒業まで一貫した取り組みにはなっていない。そのため、大学として
卒業年次までに学生に必要な英語力を育てることができたのか、把握しにくい状況になっている。

◦�　実社会での英語力の必要性は、年々高まっている。しかし本学の現在の体制では、特に高学年での
英語科目数は限られている。

　現在、学部生の一般教育英語科目終了後の英語力は、各学部に委ねられている。一般教育英語科目担
当教員と、各学部の専門英語科目担当教員との交流は、現状では乏しい。従って、両英語科目の授業内
容について、双方の教員間で共有や連動はできていない。しかし、国の中央教育審議会が出した「学士
課程教育の構築にむけて（答申）」（２００８）は、大学での教育課程では一般教育や専門教育という従来の
枠組みに囚われず、一貫した学士課程教育として組織的に取り組むよう提言している。また、他大学で
は、英語科目を全学で４年間一貫して取り組む試みが既に報告されている（e.g., 九州産業大学　２０１０）。
　社会経済の地球規模化は一層加速し、様々な文化的背景を持つ人との関わりも、増加の一途をたどっ
ている。こうした中、英語力の重要性については、これまで繰り返し指摘されてきた。最近では、２００８
年に内閣の諮問機関として設置された教育再生懇談会が、初等教育から高等教育までの全ての段階で、
英語教育を強化するよう提言した（教育再生懇談会　２００８）。また、文部科学省が設置した検討会も、
主に初等・中等教育での英語力向上に向けた具体的な施策を提示している（文部科学省 外国語能力の
向上に関する検討会　２０１１）。本学でも、以前から学部生向け外国語科目履修期間の短さが指摘され、
在学中に希望すれば常に語学クラスを履修できる体制づくりが提言されているが（富岡 ２００６）、これま
でに具体的な動きには至っていない。
　このような学内外の状況を踏まえ、今後の本学での英語科目のあり方を検討する手がかりとするため、
卒業年次の学部生を対象にしたアンケート調査を計画した。この調査では、特に次の２点の把握を目的
とした：

◦�　一般教育英語科目終了時から卒業年次までの間について、学生の英語学習状況や英語力の必要性を
把握する。

◦�　高学年次で英語科目を増設する可能性を探る。

２.手続き
　アンケート調査の実施計画は、２００９年１０月と１１月に開かれた学内の外国語教育推進部会で審議され

大学３年次以降での英語力の必要性
－試行調査の分析から－

教育センター外国語教育推進部　特任講師　村　山　陽　平
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た。まず、１０月の部会での意見交換を踏まえて、アンケート案を作成した。翌１１月の部会で内容につい
てフィードバックを受けて修正を行い、調査計画の了承を得た。そこで、まずは２０１０年１月に、全学部
中１学部で試行調査を実施し、その結果を踏まえて全学部での調査を行う計画とした。本稿では、この
うち試行調査の結果を検証する。
　試行調査は水産学部の協力を得て、同学部を２０１０年３月に卒業予定の学生を対象に実施した（表１）。

表1　試行調査の概要

調 査 期 間 2010年1月20日（水）～2月19日（金）

対　象　者 鹿児島大学水産学部4年生のうち、卒業予定者全員（144名）

実 施 方 法 水産学部がMoodleで実施したアンケート（必須）に併記して実施

回 収 方 法 Moodle

総回答者数 124名

回　収　率 86%

　水産学部では、２０１０年３月の卒業予定者全員を対象に、別のアンケート調査を実施する計画があった。
このアンケートは、Moodle（全学の学生が利用するオンライン学習管理システム）上で行うよう準備
が進んでおり、本施行調査もこのアンケートに組み込んで実施できるよう依頼した。この結果、アンケー
ト調査での回収率は通常２０％前後（Denscombe　２００７）といわれる中、本調査の回収率は８６％に達した。
　アンケートの質問項目や配列は、外国語教育推進部会でのフィードバックも参考にした。例えば、「３・
４年生でも英語のクラスがあった方が良いと思いますか？」という質問では、実際に履修するかどうか
は別にして、あった方が良いと答える学生が多いことは容易に推測できる。本アンケートは、このよう
な質問で単に学生の希望を聞き、それに合わせようとするのではなく、学生には英語力の必要性につい
て、主に客観的な事実や実態を聞き、今後の英語科目のあり方については、その分析を元に教員が検討
する、という方針で作成した。

３.施行調査の分析
　アンケートでは、大きく２種類の質問を設定した。１つ目の質問では、英語力を大きくA ～ Dの４
つに分け、それぞれについて、大学３年次以降に学習の必要性を感じたことがあるかどうか、感じたこ
とがあれば、具体的にどのように行動したかを聞いた（表２）。

表 ２　英語力についての質問項目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
英語力：
　A.会話やメールなど、英語で日常的なコミュニケーションをする力
　B.TOEICや英検など、英語の資格試験突破のための力
　C．自分の専門分野について、英語で読んだり、発表したり、文章を書いたりする力
　D．その他の英語力

質問A,B,Cの選択肢：
　a.必要性を感じたことはない
　b.必要性を感じたが、何もしなかった
　c.必要性を感じ、大学で３・４年生向けの英語科目を履修した　
　d.必要性を感じ、大学以外で英語を習った
　e.必要性を感じ、独学で学んだ
　f.必要性を感じ、上のb ～ e以外のことをした：簡単に説明してください



Ⅲ　研究論文

－ 43 －

質問Dの選択肢：
　a.必要性を感じたことはない
　b.必要性を感じた：簡単に説明してください
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　はじめに、これらへの回答を大まかにまとめた。図１では、各英語力の必要性を感じたことがない選
択肢aを選んだ学生と、感じたことがある、選択肢b ～ fを選んだ学生とに分類した。これらから、A ～
Dの全ての英語力について、大多数の学生が３年次以降でも必要性を感じていることが分かる。
図 １　各英語力の必要性：概観
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D. その他の英語力

　次に、図２で回答をより詳しくまとめた。
図 ２　各英語力の必要性：実際の行動
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C. 自分の専門分野について、英語で読んだり、

発表したり、文章を書いたりする力

注）図注の数字は回答者数を表す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

各質問の選択肢：
a.必要性を感じたことはない
b.必要性を感じたが、何もしなかった
c.�必要性を感じ、大学で３・４年生向けの英語

科目を履修した　
d.必要性を感じ、大学以外で英語を習った
e.必要性を感じ、独学で学んだ
f.必要性を感じ、上のb ～ e以外のことをした
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　「A.日常的なコミュニケーション力」と、「C.専門分野の英語力」については、それぞれ大学で３・
４年次向け英語科目を学んだ学生が２０名前後いた（選択肢c）。このことから、水産学部では高学年次向
け英語科目について、学生の必要性に応える一定の体制があることが分かる。
　その一方で、各英語力ともに、必要性を感じたが、何もしなかった、という回答が突出している（選
択肢b）。また、独学で学んだという学生も、多くはないが一定数存在することが分かる（選択肢e）。
つまり、英語力強化について、高学年次でも潜在的な需要があることが伺え、このような学生へのさら
なる受け皿づくりを検討できる可能性がある。
　「D.その他の英語力」は、予め想定したA,B,Cの３つ以外にも学生にとっては必要な英語力が
ある可能性があると考え、そのような声を汲み取るために設定した。そこでこの質問では、必要性を感
じた、と答えた場合、簡単な説明を求めた。しかし実際のコメントを見ると、以下のように３つの英語
力の中に分類できるものが大半を占めた：

◦　留学生とコミュニケーションをとる時　（７名）
◦　日常で相手からの質問に自分の意見を答える際に必要性を感じた。（１名）
◦　海外のニュースなど報道を理解するために　（１名）

　ここでのコメントから、回答者には３つの英語力の定義が、必ずしも明確には伝わらなかったことが
分かる。今後この調査を拡大する際には、より分かりやすく修正したい。また、必要な英語力は、設定
した３つでほぼ集約できそうなことが確認できた。
　ここまで、A～Dの英語力の必要性について分析した。これらから、各学生が必要性を感じて何らか
の行動に出たか否かは確認できたが、最終的にそれで十分な結果が得られたかどうかは分からない。そ
こで、２つ目の質問で次のように尋ねた：

　�　あなたが大学３年次以降に必要性を感じた英語力を身につけようとするとき、大学の授業や施設、
その他の学習環境で、何か不十分だった点があれば教えてください。また、その改善案もあれば教え
てください。

　まず、この結果を大まかにまとめた（図３）。回答者の大半が、不十分だった点はない、と答えている。
一方、先の質問では、英語力の必要性を感じながら、何も具体的に行動しなかった、という声が多かっ
た。つまり、学生にとって必ずしも学びに応える支援体制が不十分だった訳ではなく、環境は整ってい
たものの、十分活用できなかった、ということも考えられる。



Ⅲ　研究論文

－ 45 －

図 ３　高学年次に大学で英語を学ぶ際に不十分だった点
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　次に、不十分だった点があったと答えた４３名の回答を、図４でまとめた。

図 ４　不十分だった点の内訳

25

13

6

0

5

10

15

20

25

30

開設科目数 授業内容 学習環境

注）図注の数字は回答者数を表す

　不十分だった点は３点に分けられた。中でも開設科目数の少なさに関するものが最も多く、高学年次
でも英語科目の充実を望む声があった：

◦�　教養の英語の授業がなくなると、英語を学ぶ機会がなくなる。水産の専門英語以外にも授業があれ
ば良い。

◦�　…大学４年での専門英語（学術論文など）で一気に難易度があがる。しかも、二年後期～四年次の
専門英語まで、英語を全くせずして、いきなりの専門英語（自主的に英語を勉強しない限り、この一
年半でほとんど英語忘れます。）。大学で英語を学ぶのならば、四年間通して英語の授業を設けるべき
だと思う。

　授業内容については、高い授業水準や実用性を求める意見が見られた：

◦�　大学の授業に関しては英語を学ぶと言うよりも、英文を丸暗記といった感じで、根本的な英語力増
強に繋がっているのか疑問を感じる。

　学習環境では、英語を使った交流機会の充実を求める声などがあった：

◦　留学生や海外から研修にくる方との交流機会があればよい
◦　…英会話をする機会、例えば簡単な討論をする場を設けても良かったと思う。

　コメントが示すように、英語学習機会の充実は、科目としてだけではなく、様々な形態での取り組み
が考えられ、検討する余地がある。
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４.まとめと今後に向けて
　本試行調査の結果では、一般教育英語科目終了以降に学部で英語科目が開講されていても、英語力強
化に対して、なお潜在的な需要があることが伺えた。また、開設科目の充実を求める声も一定数見られ
た。これらから、高学年次での英語科目について再点検を行い、開設科目の増設も視野に入れる、とい
う方向性は、学生の実態にも即している、といえる。今後は、この結果を基に全学規模に拡大した調査
を実施し、さらなる検証が求められる。

謝　辞
　本試行調査は、本学水産学部のご厚意で実施できました。特に日高正康先生には、実施準備からデー
タ集計まで、数々のご協力を頂きました。また、学生の皆さんには、卒業目前の慌ただしい時期にアン
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参考文献
九州産業大学　語学教育研究センター　英語教育実施ワーキンググループ（編）（２０１０）　『平成１９－２１

年度文部科学省『特色ある大学教育プログラム（特色GP）』　全学共通英語教育による４年一貫した
取組　実践的コミュニケーション能力の育成を目指して　最終成果報告書』

教育再生懇談会　（２００８）　『これまでの審議のまとめ　―第一次報告―』
中央教育審議会　（２００８） 『学士課程教育の構築にむけて（答申）』
富岡龍明　（２００６）　「鹿児島大学の共通教育外国語教育改革の模索」　鹿児島大学教育センター年報 ３, 

１８-２４.　
文部科学省　外国語能力の向上に関する検討会（２０１１）　『国際共通語としての英語力向上のための５つ

の提言と具体的施策～英語を学ぶ意欲と使う機会の充実を通じた確かなコミュニケーション能力の育
成に向けて～』

Denscombe, M.（２００７） The Good Research Guide （３rd edn.）Maidenhead: Open University Press.



Ⅳ　随想・雑感

－ 1 －

Ⅳ　随　想・雑　感



Ⅳ　随想・雑感

－ 2 －



Ⅳ　随想・雑感

－ 47 －

　鹿児島大学は総合大学である特徴を活かし、幅広い教養教育と高度な専門教育
を行うことを目標のひとつとして、４（６）年一貫教育体制のもとで共通教育と
専門教育の連携が図れるようなカリキュラムを構築しています。しかしながら、
学生は高校時代から文系と理系に志望学部を絞りながら大学を受験することが大
多数で、他系統の授業科目のすべてに興味があるわけではなく、むしろ苦手意識
があるかもしれません。このような現状を踏まえながらも、共通教育は学部の枠
を超えて授業を行って平等に評価しなければなりませんので、各科目が深い内容
に踏み込み、厳しく評価すると学生が対応できないことになるかもしれません。

とは言うもののテレビ番組やインターネットでの検索結果程度の内容では受け流されてしまい、その学
問の真の面白さは伝わらなくなります。
　数年前より英語に関しては、少人数教育を基本とした習熟度別クラス編成とG-TELPによる評価の平
準化により、より充実した外国語教育への展開を念頭に推進しています。これは多くの教員が同一科目
を担当してこそ達成される方式ですが、教養科目や基礎教育科目にも応用できないものだろうかと思っ
ています。
　現在の教養科目等は多種多様な授業科目が開設されていますが、学生にとってはその授業がどの程度
のレベル（難易度）なのかシラバスでは把握困難かもしれません。シラバスに「高度な内容を」とか「詳
細に解説する」と記載されていても、自分がどこまで学習すべきなのかが不明確なように思えます。こ
れをたとえば古い体系名あるいは大学受験科目名程度にまとめて複数の同一名の科目を作り、必要であ
るならば副題として現科目名を付け、高校卒業程度や大学院生程度等の授業内容のレベルを明記し、幅
広いだけでなく深みもある科目群を構築して学生が複数選択できるようにします。ただこれでは低いレ
ベルの授業が人気科目になることも懸念されますので、そのような授業は毎回の小テストでの採点の積
み重ねを評価するとして、ほぼ普通に出席すれば単位取得はできるけれども、５回も欠席すれば毎回の
小テストで９割獲得していなければ不可になるように、学生にある程度の負荷をかけるなどの工夫を付
与します。
　ではなぜ高いレベルの科目が必要なのかというと、学部・学科が掲げるアドミッションポリシー・カ
リキュラムポリシー・ディプロマポリシーを実現するためには、各学部教員が学生に高学年次の専門教
育につながる内容を低学年の早い時期から履修させる必要があります。入学時の学生はあくまでも専門
教育を修得して卒業・就職をと考えています。私が所属する獣医学科のカリキュラムでは共通教育に丸
投げの１年半になっていますので、獣医学を早く学びたいという学生の要望との乖離は避けられません。
さらに本格的な専門科目開始時に学生を入学時のモチベーションに戻すことは、ライセンス取得の教育
をしている学部・学科以外では至難の業ではないかと思うこともあります。もしも現在の低学年向けの
専門科目を１年次の共通教育として開講し、その代わり大学院生レベルの専門教育を高学年の学部・学
生に教授できるのであれば、修士課程や博士課程への継続した動機が持てるような共通教育から大学院
教育までの連携を構築することを教育理念にできると思います。その科目は自分が所属する学部、学科、
コース、課程などの共通の学習目標を持つ学生を主に教授することになりますので、負担増だけだと思
わずに学部教員が協力して入学時から質の高い学生を養育するために実施するのです。当然ながら各学
問分野の専門家でなければ大人数へのわかりやすい授業を行うことはできませんので、一般学生レベル
の教養科目等はこれまでどおりに担当していただき、専門性が高い内容の授業を別に開講あるいは現在
の専門教育科目を共通教育として低学年用に少し工夫していただいて開講してもらいます。これは基礎

共通教育と専門教育の連携を深める

農学部獣医学科　教授　三　好　宣　彰
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知識が必要とされる専門科目の開放科目ではありません。あくまでも専門科目の基礎を習得するための
１年次の学生に教える共通教育で、文系科目であれば教養科目として、理系科目であれば基礎教育科目
として組み込み、必要であれば必修科目としてもよいと思います。
　これまでの鹿児島大学の沿革との関わりもあり、各学部の担当科目数の負担はこなしつつも、学部・
学科等の教育理念と学習目標を前面に押し出せるように、各学部教員が担当する少人数制の深みある科
目を新たに共通教育等に構築することが今後は必要と思います。
　さて、農学部獣医学科は平成２４年４月から鹿児島大学共同獣医学部になります。山口大学との共同設
置で、双方の共同獣医学部による同一の教育課程を実施します。まず、すべての専門教育科目のシラバ
スを一致させて同一の時間割で授業を行います。さらに双方の共同獣医学部を合わせると教員数が現在
の倍になりますので、双方の大学から５０単位以上を法科大学院のような双方向性遠隔授業システムを利
用したメディア授業として提供し、より高度な獣医学教育を双方の学生が同様に履修できるような教
育課程にしました。また、すべての学生が同一の教育を受けることができるように、６年次の専修教
育科目の一部（１６単位から６単位選択必修）以外はすべて必修科目（１４７単位）としました。共通教育

（卒業要件単位数３８単位）も可能な限りの一致が要求され、両大学で類似する限定した教養科目３２科目
（６４単位）のみから７科目（１４単位）を履修方法に従って選択することと類似の体育・健康科目（２単
位）を履修し、共同獣医学部学生向けの必修とする導入教育系科目を共同獣医学部として新設します。
必修の英語科目（８単位）については、２年間のシラバスを両大学で一致させるとともに１年次には
G-TELPを双方の大学で受験させて同様に評価することになりました。さらに必修の情報科学系科目は
シラバス一致に加えて山口大学からのメディア授業を実施します。基礎教育科目においてはシラバスの
一致だけでなく、必修としたすべての講義・実験科目（１０単位）を共同獣医学部教員が担当し、専門教
育科目への連携を鑑みた授業内容で実施することになりました。鹿児島大学では最小の学部が誕生する
ことになりますが、より高度な６年一貫教育の実現のために、共通教育にも共同獣医学部教員が積極的
に参与して、有能な獣医師の養成に向けての教育課程を展開していくことに邁進します。
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　今回、教育センター年報第８号の内容を一新されるということで、何か書いてくださいとこのような
機会をいただきました。
　第７号までの年報は、前半は主に教育センターの活動報告及び研究論文、後半は本学のFD活動の報
告という内容となっており、教育推進係が原稿の依頼・取りまとめ及び印刷校正・配付に至るまで行っ
ておりました。先に、FD委員会で、平成２２年度FD活動報告は教育センター年報と切り離し、全学の
FD報告書としてCD化して作成する、と決まったことで、必然的に年報の編集方針・内容を検討するこ
とになり、５月２０日に第１回広報委員会が開催されました。その際、年報第７号を見ながら、出席者全
員に感想や今回どのようなものを作っていくかなどの意見が求められ、「誰を対象としているか不明」「活
字ばかり多くて読む気がしない」「読みたくなるような冊子にする」「冊子のタイトルを新たに」等、忌
憚のない意見が出ました。そういう私もその手の意見を出した一人ですが、皆さん、第７号の編集・完
成までにどれほどの時間を費やしたかわからない私を目の前にして、ここまでかというほど言ってくれ
ました。その私の気持ちを察してか、今回この原稿依頼となったのかもしれません。
　私は、現在の学生部教務課教育推進係にきて、10月で３年になります。これまで、主に学部の学生系
及び共通教育係を経験し、多くの学生さん・先生方とお会いしてきました。
　ここ教育センターでも、ある先生との出会いがありました。最初の頃は、大学全体や教育センターの
体制等に対する疑問・質問と事務処理への要望が多いという感じで、電話がくると妙に緊張していたこ
とを思い出します。FD委員会、高等教育研究開発部会と職務上も関わりが多かった私は、電話で２０～
３０分、研究室で１時間程度の打合せというのは普通だったように思います。時折、出される一見難しい
と思える先生の要望に対して、どこまで応えなければならないのかと思いを巡らせた時期もありまし
た。そのうち、学生さんへの窓口対応・相談体制のあり方など広く学生支援についても話をするように
なり、時々は耳の痛いこともありましたが、少なからず現状に疑問を感じていた私は徐々にその影響を
受けるようになったと思います。大げさかもしれませんが、自分自身の大学職員としての職歴とこれか
ら何ができるのかを考えた時、このままでいいのか、今からどう変われるのか、そんなことを考えるきっ
かけをいただいたような気がします。そんな中、何かの資料で『スチューデントコンサルタント』とい
う言葉を見つけ、いろいろ調べた結果、特定非営利活動法人　学生文化創造という団体が『スチューデ
ントコンサルタント認定試験＊』を行っており、事前研修として、「学生支援相談業務に関する基礎研
修講座」を東京大学で実施していることがわかりました。（私的には）意を決して、その基礎研修講座
への参加希望を上司に相談し、平成２２年９月に一日半の研修に参加させていただきました。研修には、
北海道から鹿児島までの様々な大学等から６４名の参加（うち２６名は国立大学法人）があり、初日は高等
教育の現状と課題、学生支援相談の重要性と相談方法及び事例研究、二日目は具体的な学生支援相談

（就職活動等進路相談・健康支援相談・生活支援相談）の基本的知識と留意事項の講義がありました。
各講師の方の講義はもちろんですが、私が一番刺激を受けたのは事例研究です。普段は接することの少
ない私立大学等の実情を聞くことができたこと、また、その職員の方の仕事に対する熱意と積極性には
驚きました。採用されてまだ２年目くらいの方が、全員の前で堂々と発表する姿は爽快でした。近隣の
国立大学法人では佐賀大学・福岡教育大学・広島大学等からの参加もありましたが、こういった公立、
私立大学の教職員の方と情報交換ができる研修は、ぜひ本学でも参加を勧めていただきたいと思います。
　また 、その先生を通じて、他大学の先生方との新たな出会いもありました。平成２２年度FD委員会で、

「鹿児島大学共通教育における学習実態・学習成果に関する調査」プロジェクトの企画が立ち上がり、
その先生と共にWGメンバーとして学生調査の先行事例の調査に島根大学にご一緒させていただきまし

出会いと私の小さな転機

　
学生部教務課教育推進係長　大　園　豊美代
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た。本学から教員２名・職員１名で訪問しましたが、ご紹介いただいた島根大学教育開発センターの先
生は、先生方の中で一人緊張していた私の質問等にも丁寧に答えてくださり、快く対応してくださいま
した。本学の調査に向けて、有益な情報と私にとって貴重な機会をいただき、本当に感謝しています。
　本学は、平成２２年１０月２９日にQ-Links＊（九州地域大学教育改善FD・SDネットワーク）に賛同校と
して登録しました。この登録についても、その先生とQ-Linksの代表校である九州大学教育改革企画支
援室の先生方とのつながりがあったことが大きかったと思います。Q-Linksの賛同校に登録後は、本学
での「学生支援担当教職員講習会」、「FD・SD合同フォーラム」、「学生・教職員ワークショップ（ピア・
サポート）」など、様々な企画に九州大学教育改革企画支援室の先生を講師としてお招きしています。
最近では、平成２３年６月２２日に職員研修『大学職員として学生と向き合う時、あなたならどうする？』
を開催し、この講師にも来ていただきました。Q-Linksとは、これからますます組織として、人として
もつながっていくことが期待されています。
　このように鹿児島大学以外の先生方、職員の方にお会いし、お話しする機会をいただいたことで、ず
いぶん心地よい刺激を受けてきたと思います。“目からウロコ”的な心に響く言葉もいただきました。
そういうつながりのきっかけを作ってくださり、私自身が今の職務について問い直してみたりすること
ができたのは、その先生のおかげだと思っています。
　これからどんな部署に異動していくかわからないのが事務職員の宿命ですが、ここで経験したことを
糧とし活かしながら、今後もぜひ学生さんの顔が見える部署（現場）で働きたいと思っています。

＊スチューデントコンサルタント認定試験
大学等において、学生支援相談業務を行う上で必要とする資質、能力・適性等について特定非営利活動
法人　学生文化創造が認定する試験。

＊Q-Links（九州地域大学教育改善FD・SDネットワーク）
運営校：九州大学（代表校）、西南学院大学、中村学園大学、福岡大学、福岡歯科大学、福岡女子大学
賛同校：28大学、５短期大学（2011．9．27現在）
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　最初に「学生憲章の制定」の話を耳にしたのは、歯学部２年次の解剖実習の最
中でした。
　その時にクラスから一人の代表者を決めて、夏季休暇中に開催されるワーク
ショップに参加しなければいけないということだったのですが、選ばれたのは私
ではなく別の友人でした。しかし、その友人を一人で参加させるのが何か悪く思
えて「まあ、付いていくか」と、思い立ったのが私と学生憲章との関わりの始ま
りだったわけです。ある意味ではその偶然によって、こうして今に至るまで関
わっているということが、不思議にも思え、また使命の一つとして定まった流れ

だったのかなとも思います。
　８月２０日に開催されたワークショップの時から、私の基本的なスタンスは変わっておりません。今で
もこの想いを貫けているのは、それが制定に際してともに尽力して下さった皆さんの、共通の想いだっ
たからではないかと思っています。
　まず初めに掲げたことは“学生として”だけではなく、“人間として”いかに成長するかを書こうと
いうことでした。
　大学生活という時間は、高校までの「ある意味で与えられる世界で生きる人間」から「自らで考え、
創り与える世界で生きる人間」へと階段を昇っていくための時間であると考えました。では、その重要
な“機”に何をすべきかを考えた時に“自らを磨く”ことではないかということに着地したわけです。
そしてその為には、大学生活の４年、あるいは６年という時間を、ただ漫然と生きるのではなく、自ら
の中に指針を持ちながら、意識して生きていった方がいいのではないだろうかと思ったわけです。その
指針が正しいかどうかなどということは誰にも分かりませんが、その人自身が生きていく中で研ぎ澄ま
されていくだろうし、人生の幅は広がる気がします。
　望むと望まざるに因らず世界は繋がってきています。そしてその繋がりの中に関わり合いが生まれて
きたわけですが、良い面も数多くある一方で、少しばかり荷が重いなと感じるのは世界の遠く離れた地
で起こることも他人事ではなくなってきたということです。
　自分が向き合うべき問題が増えることはあまり気の乗らない話ですが、やはりどうしても向き合わな
いといけない時もやってくると思います。その時に、決して折れず、しなやかに考えられる強さを身に
付けることが、人生という視点で見ても大切なのではないでしょうか。一心不乱に打ち込む“若さ”と
いう勢いを開放しつつ、さらに己を見つめ、未来を考える時間を持つことが出来れば、その人間像はよ
り中身の詰まったものになるのではないでしょうか。
　今回の憲章と解説が、その一つのきっかけになれば幸いだと思い力を注いできたつもりです。この憲
章は決して、学生に対する理想像の強制を目的とはしていないのです。ましてや、今回掲げた指針が全
てであり、かつ万人にとっての理想像と成り得るものとも思っていません。これを見た学生が「素晴ら
しい！」と共感して下さることも、もちろん嬉しいことですが、「全然駄目だ！」と批判されても、そ
の後に「自分はこう生きたいのだ」と言える像を考えるきっかけになってくれたなら、それだけでこの
憲章に、大いに意味はあったと言えるはずです。
　その上で、大切なのはこれからです。今、やっとスタートを切ったというようなところですから、い
よいよ具体的な形にしていかなければなりません。土台が出来た余韻に浸っているだけでは、多くの人
間の時間と想いを懸けた憲章が、あまりにもったいなくはないでしょうか。
　そこで、ごくごく個人的には、他大学にもこの憲章を提起し、賛同をいただけた学校と協力して色々

私 的 学 生 憲 章 論

　　
歯学部歯学科３年　仲　河　良　祐
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な可能性を探り、その雛型として本学が積極的に動くということがあってもいいのではと考えたりして
います。「自分達で何とかしよう」という姿勢も素敵ですが、責任感と共に“内向きのベクトル”が出
てしまう気がします。それよりは、気持ちの姿勢は全国という“外”に向けた方が良い気がするという
意味で書きました。
　この憲章には可能性があります。作成に携わった一人として、その可能性がもうすこしはっきりとし
た形になるまで、自分に出来ることがあれば、それをさせていただきたく思っています。
　最後に、憲章の作成にあたり、自らの思想・信条があったわけですが、それは自分だけの力で手に入
れてきたわけではありません。それらを形成する機会を与えて下さった方々がいらっしゃいます。今ま
での人生で出逢うことのできたすべての方々に感謝して、拙文を閉じたいと思います。
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１．はじめに
　平成21年度に、教育センター長、副センター長、３部長、高等教育研究開発部教員と共通教育事務室
長からなる教育センター企画会議を設置して、共通教育改革に関する基本方針を検討してきた。平成22
年度には、企画会議に学生部長、教務課長も加わり、共通教育改革の基本方針に基づく実施案を検討す
ることが、主要課題であった。当初の計画では、平成23年度から新しい共通教育を導入する計画であっ
たが、教育プログラムだけでなく運営方法や運営組織、あるいは継続的な授業改善等を進めるための展
望なども含め、多くの問題が山積していることから、平成22年度には実施案の基本構想のみを取りまと
めることが精一杯であった。
　以下に、教育センター会議と企画会議等における活動内容の概略を述べることとする。

２．教育センター会議の活動内容
　平成22年4月9日の第１回教育センター会議から平成23年3月30日の第13回教育センター会議まで、
教育改革に関わる事項については審議を行わなかった。この理由は、教育センター企画会議において平
成２１年度から詳細に検討を進めていたが、改革事項が多方面にわたることから十分にまとまるところま
で進んでいなかったことが主因である。しかし、もう一つ大きな要因としては、かつて教養部解体に関
わる全学的な議論が、平成６年度から８年度までの長期にわたったにも関わらず、抜本的な改革ができ
なかったことにある。それを繰り返さないためには、第２期の中期目標・中期計画の初年度において、
改革を確実に進めるための確固たる取組を行うことであった。
　このようにして、教育センター企画会議により改革素案を作成し、共通教育に深く関わっている教員
集団による委員会により、確実に改革案を練り上げることが必要であると考えた。これが上述の理由で
ある。企画会議において検討を行った内容の概略は次節に述べる。
　平成２２年度における教育センター会議の主な審議事項は、種々の実施要項等について、現状の問題等
に合わせて修正することであった。例えば、鹿児島大学教育センター ＧＰＡ制度に関する申し合わせ及
び鹿児島大学ＧＰＡ実施要項を廃止し、鹿児島大学教育センター長賞表彰に関する要項と鹿児島大学教
育科目等の成績不振者に対する助言・指導に関する要項を定めたことなどを挙げることができる。詳し
くは、共通教育企画実施部会の報告を参照願いたい。

３．教育センター企画会議
　平成２２年度から始まった第２期中期目標・中期計画において、教育センターは以下のような中期目
標・中期計画に係わっている。
　前文：「進取の精神」を有する学士の育成
　�　鹿児島大学は、幅広い教養の厚みに裏打ちされた倫理観と生涯学習力を備え、「進取の精神」を有

する人材を育成するため、学士課程の基盤となる共通教育の改善を図るとともに、専門教育の質を保
証するシステムを確立する。

　Ｉ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
　　１ 教育に関する目標
　　　⑴　教育内容及び教育の成果等に関する目標
　　【学士課程】
　　　　＜中期目標＞
　　　【A1】「進取の精神」を有し、学士力を備えた人材を育成する。
　　　　＜中期計画＞

教育センター活動報告
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　　　【B1】�「進取の精神」を踏まえた「学生憲章」を策定し、アドミッション・ポリシーを再構築す
るとともに、全学的・系統的カリキュラムを整備・拡充する。

　　　【B2】学士力を培う共通教育カリキュラム等の改革を推進する。
　　　【B4】各教育課程のディプロマ・ポリシーを策定するなど、学位の質を保証する方法を確立する。
　　　⑵　教育の実施体制等に関する目標
　　　　＜中期目標＞
　　　【A6】共通教育及び専門教育の運営システムを強化する。
　　　　＜中期計画＞
　　　【B10】�「教育改革室」や「教育センター」等の企画立案機能を強化し、共通教育及び専門教育の

実施体制を整備・拡充する。
　　　　＜中期目標＞
　　　【A7】教育の質の向上を図る教育研究体制を整備する。
　　　　＜中期計画＞
　　　【B11】��他大学等との連携や教育組織の見直しを行い、質の高い教育研究組織を整備・拡充する。
　この第２期中期目標・中期計画に基づき、教育センターでは、以下の重点項目を設定している。
　⑴�　ディプロマ・ポリシーを検討する中で、進取の精神に支えられた人間力（社会参画意欲を持ち、

正しい倫理観を持って社会に貢献できる強い意思と能力）を培うプログラムを構築するとともに、
カリキュラム・マップによる教育課程の明確化を実施する。

　⑵�　共通・基礎教育課程において、外部の専門家に依存せざるを得ない部分を除き、基本的に専任教
員により継続的に担っていく方式を導入する。この基本的な方針は、全学の専任教員が教育に対し
て同等の負担をすべきであるというルール、言わば教育負担基本原則を構築することである。

　⑶�　大学憲章に謳われている「国際社会で活躍できる人材」を養成する必要から、質の良い外国語教
育が急務である。したがって、外国語教育の専任教員を教育センターに確保し、そののち外国語教
育センター（仮称）の設置に繋げ、共通・専門教育における外国語教育の実施母体とすることを考
えている。

　⑷�　質の良い共通教育を継続的に行うためには、教育に係る学共施設等（教育センター、生涯学習教
育研究センター、留学生センター、稲盛アカデミー、国際戦略本部、中央図書館、学術情報基盤セ
ンター、北米センターなど）を連携させ、共通教育の企画・運営を効率よく進めるための組織、例
えば高等教育機構（仮称）のような組織が不可欠と思われる。このような組織のあり方について、
教育センターを中心に実務的な実績を積み上げたいと考えている。

　⑸�　その他、全学的に取り組む必要がある教育プログラム、例えば、学芸員資格関係科目群や大学院
共通教育科目群などについては、教育センターの下で新しい委員会組織を設置することにより、統
括的に企画・運営が行える体制を検討する。特に大学院共通教育については、専門分野の周辺領域
を補充・強化させるものとし、複数の研究科の協力に基づいてプログラムを検討する。

　これらの重点項目を確実に進めていくために、教育センター企画会議で議論をして改革素案を検討し
てきた。すなわち、B10を進めるために平成21年度から教育センターに企画会議を設置して、共通教育
の基本的な方針と方策について審議を進めるとともに、B1、B2、B4の計画を検討してきたのである。
　以上のようにして、平成２２年度には大学憲章を担うとともに学士力を養成する共通教育の新しい教育
目標とそれらを担う教育プログラム群に関する改革素案を構築した。また、全学協力体制による共通教
育の担当に関する基本的方針や非常勤講師の削減方針についても審議を行なった。

４．今後の展望
　教育センター企画会議で検討した教育改革素案を全学に周知するためには、まず教育センター会議の
中に「共通教育等改革検討委員会（仮称）」を設置して、十分に揉む必要がある。そのためにも、改革
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検討委員会のメンバーは各科目専門委員会と全学部から漏れなく委員が参加することとした。そしてこ
の改革検討委員会で得られた改革案を、教育センター会議に提示するとともに、全学部で審議・了承を
得る計画で考えている。
　このようにして、平成２３年９月の教育センター会議で全学に提示した共通教育改革案は、次のような
内容となっている。

4.1　共通教育の教育目標と教育の新枠組み
　日本の教育の中で最も後れている部分、すなわち「考える能力」と「行動力」の育成は、知識重視教
育が空回りしているという教育現場の実感に基づくものであり、また世界の先進教育の成果を見せ付け
られた日本社会の新しい方針でもある。このことが、平成２０年に公表された中教審答申「学士課程教育
の構築に向けて」における「学士力」に集約されている。
　本学の共通教育においても、教育現場における上述のような実感に基づき、１０年ほど前から種々の新
しい科目群が開発されてきていた。第２期中期目標中期計画においても、本学の共通教育課程について
抜本的な見直しと再構築が求められている。
　以上のような状況の中で、平成２１年度から２年間を費やして模索してきたものが、人間力養成プログ
ラムと学力養成プログラムである。
　人間力養成プログラムでは、学士力における「態度・志向性」（自己管理力、チームワーク・リーダー
シップ、倫理観、市民としての社会的責任、生涯学習力）と「汎用的技能」の二項目（コミュニケーショ
ン・スキル、情報リテラシー）を担うものとして、次の三つの教育目標を設定している。
　　①�倫理観に支えられた社会参画意識と社会貢献意欲をもち，地域に学んでその問題に継続して果敢

に取り組むことができる
　　②�自己開発と自己管理能力をもち，チームワーク活動で適切なリーダーシップを発揮できる
　　③�日本語表現力と国際社会でのコミュニケーション能力を発揮できる
　なお、ここで求められている倫理観は、第二次世界大戦の終戦まで日本で行なわれていた道徳や修身
というようなものでは決してなく、複雑な現代社会を生き抜くために必要な、適切な判断力や行動力を
鍛えるものである。すなわち、徳倫理学や義務倫理学ではなく、功利主義的（帰結主義的）倫理学を薦
めており、「最大多数の最大幸福」を良しとするものである。
　人間力養成プログラムにより、学生は社会の問題発見に取り組み、個人やグループで問題分析や解決
策などを検討する、結果を取りまとめて発表・討論するなどの経験を通して、問題を真摯に考える能力
を身に付けることを目指している。
　学力養成プログラムでは、考える能力と行動する力を鍛えつつある学生が、人類の財産である人文・
社会・自然科学の基本的な学問を身に付けて、理論武装するために役立つものである。現状の教育シス
テムでは、このような学問体系が学生には単なる知識として受取られ、切り刻まれ無関係な知識として
取り入れられているようである。そのために、学生の能力が少しも向上していない、知識の組み合わせ
による思考の展開が見られない、と多くの教員が嘆いている。したがって、この問題を打開するために
は、学力養成プログラムと人間力養成プログラムの組み合わせが不可欠なものなのである。
　学力養成プログラムは、学士力における「知識・理解」（多文化・異文化に関する知識の理解、人類
の文化、社会と自然に関する知識の理解）と「汎用的技能」の二項目（論理的思考力、問題解決力）を
担うもので、次の教育目標に集約されている。
　　④�文化，社会，自然に関する適切な認識と深い理解をもっている
　専門基礎力養成プログラムは、従来から理系学部向けに開設されているもので、学士力の汎用的技能
の二項目（数量的スキル、論理的思考力）を養成するものとして、次の教育目標に集約している。
　　⑤自然科学的方法を理解し，応用能力を身に付け，絶えず向上心を持ち続ける
　以上のような共通教育プログラムにより、進取の精神に支えられた人間力（社会参画意欲を持ち、正
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しい倫理観を持って社会に貢献できる強い意思と能力）を培うとともに、中教審答申に謳われている２１
世紀型市民の育成に向けて、継続して努力を進めていきたいと思っている。

4.2　教育センターの組織改革
　鹿児島大学の共通教育は、全学の協力体制に基づき運営されている。平成２３年度には人事に関するポ
イント制度が導入されたことから、学内共同教育研究施設等の全体のポイントが決まり、教育センター
の専任教員を増員する見通しは、望めない状況となった。このような状況においても、教育センターが
担う共通教育の重要性は益々大きくなるとともに、共通教育の企画・運営機能の強化や教育の質保証な
ど、必要とされる主要業務が膨らんできている。さらには、外国語教育の担当教員数については、旧教
養部から学部へ移籍した教員が定年退職の時期を迎えつつあり、専任教員による継続的な担当コマの確
保が困難となりつつある。
　このような現状を打開し、教育センターの企画・運営機能の強化や教育の質保証を進めるために、次
のような組織改編による強化策を検討している。
　⑴�　全学部から学部長の推薦を受けて教務委員長経験者を教育センター企画会議委員として受入れ、

全学的な学士課程教育の視点で、共通教育と専門教育の整合性・階梯性を踏まえて、鹿児島大学の
教育を企画できる組織を設ける。この委員は学長発令による全学委員とする。また、全学部から選
出された各委員は、教育センターの各部会の企画・運営を、分担して担う仕組とする。これにより、
教育センターの部会活動が強化されるものと思われる。

　⑵�　学部所属の外国語担当教員については、共通教育の外国語担当教員として、学長による兼任発令
を行う。これにより、外国語教育の担当教員数の問題は、全学的な視点で運営されることとなる。

　⑶�　新しい共通教育の改革案に基づき、運営のための組織改編を行う必要がある。新しい共通教育は、
教育目標の達成を主眼として運営されなければならない。このことからも、現行の科目専門委員会
の見直しは必要となる。

　⑷�　教育の質保証のために、現在の高等教育研究開発部会の機能を強化して、授業運営や開発のため
の小規模なＦＤ活動を新しく進めることにより、共通教育の教育目標の達成度を向上していく継続
的な役割を担う。

　以上のような組織改革により、教育センターの各部会の権限と責任を強化するとともに、活動内容が
より実質的に全学へ公開され、専門教育との整合性も絶えず考えながら進めることが可能となる。教育
センターの活動内容が、全学の問題として全学部でリアルタイムに捉えられることが最も重要なことで
ある。

4.3　共通教育への全学的認識
　共通教育の運営に係る全国の大学の取組は、大きく二通りに分かれる。全学から教員を集めてミニ教
養部的組織を再構成する流れと、全学的協力体制の下に運営していく流れである。どちらにも一長一短
の問題を抱えているが、鹿児島大学は後者の立場で運営してきた。この立場では、教育担当者の確保と
教育内容の継続性に難点があるが、多様な教育資源を背景に、時代に応じた適切な教育を提供していく
可能性をもっている。
　本学の教育センターとしては、後者の立場を取りながら、難点を克服し、長所を進めていくためには、
全学的に開かれた教育センターとしていくことが不可欠である。全学の教員が教育センターの内容、検
討事項、運営方針、教育方針などをよく理解し、所属学部と同じ距離感で認識してもらうことが重要で
ある。
　さらに高等教育研究開発部会の活動が、ＦＤ・ＳＤ活動などを通して専門教育へも関わり、外国語教育
推進部会では専門学部へ教育協力ができるような体制を構築できるようになれば、名実ともに鹿児島大
学の教育センターとなるであろう。
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５．その他の活動等
　平成22年4月から平成23年3月までの１年間に、その他の学外活動や主な行事を以下に示す。
　・5月27日（木）～28日（金）　第47回国立大学教養教育実施組織会議（愛媛大学）
　・7月12日（月）　放送大学視聴室看板上掲式
　・8月6日（金）　�南大阪連携6大学3ヵ年活動報告フォーラム（桃山学院大学）で、鹿児島県におけ

る教育連携事業の取り組み内容を発表
　・9月10日（金）～11日（土）　第59回九州地区大学一般教育研究協議会（福岡大学）
　・9月30日（木）～10月1日（金）　第46回12大学教養教育実施組織代表者会議（富山大学）
　・10月1日（金）　付けで岡野特任准教授を採用（環境省）
　・10月15日（金）　教育センター長賞表彰１４名
　・11月12日（金）　第39回九州地区国立大学教養教育実施組織代表者会議及び事務協議会（長崎大学）
　平成23年2月１日付けで、伊藤奈賀子准教授を採用

６．おわりに
　平成21～22年度の教育センターの活動は、共通教育の改革に向けて多くの問題点を検討していた時期
であった。このような時期が過ぎ、平成23年度から大きく改革を進める時期に入る。今回の改革案をス
タートとして、鹿児島大学の十年後の躍進を目指して、学生たちと教員・職員が切磋琢磨して協同しつ
つ取り組んで行けば、鹿児島大学の新たな道が必ず拓けるものと信じている。

鹿児島大学教育センター長
門　　　久　義
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１.  はじめに
　高等教育研究開発部では、基本的に高等教育の教育方法の研究と開発、FD、授業改善のための企画
と実施、および、教育評価に関する研究を行っている。年度１回目の部会開催に当たり、部会委員の自
己紹介を行った。その後、平成２２年度の主な活動項目を以下のように立てた。

 ・平成２２年度前期・後期授業公開・授業参観の実施
 ・平成２２年度前期・後期中間授業アンケートの実施
 ・平成２２年度前期・後期期末授業評価アンケートの実施
 ・平成２２年度教養教育オープンクラスの実施
 ・教育改善に資する新企画、他大学情報の収集等
 ・その他　鹿児島大学FD委員会との共催事業の実施

　本活動項目を基本に、具体的な活動内容や計画を以下に示す３グル－プで詳細に討議し、その案を高
等教育研究開発部で審議・了承することにした。なお、各グル－プの取りまとめ役は、それぞれ、仲谷
委員、小島委員、杉本委員である。

【Aグループ・・・・仲谷・木村・加藤・小島・杉本】
１）教養教育オープンクラスの企画・実施
２）共通教育の授業公開・授業参観の企画・実施

【Bグループ・・・小島・瀬戸・大坪・吉川・杉本】
１）中間授業アンケート、期末授業アンケートの企画・実施
２）授業改善報告書の提出率向上
３）授業アンケート結果と授業改善報告書による教育改善の分析・報告

【Cグループ・・・杉本・内尾・植村・加藤・吉川】
１）新企画の検討
２）他大学等情報収集

２.  活動内容
　以下に、平成２２年度の活動内容に関して概略説明を行う。
２. １　中間授業アンケート
　学生への中間授業アンケートは、前期は５月１７日、後期は１１月１６日から約１カ月間、授業担当者に
依頼して実施した。中間授業アンケートは、その結果を受講している学生に反映することを考慮に入
れて授業期間の途中に行われているものである。教育センターでは、中間授業アンケートの実施には
moodleを活用することを推奨している。しかし、全科目数から考えると、いまだ紙媒体を使用してい
る授業担当者が８割であり、集計結果を迅速に授業改善に生かすためにもさらに入力のデジタル化が促
進されるよう部会としても方策を検討する必要があると思われる。
２. ２　授業公開・授業参観　
　学内教員に対する共通教育科目の授業公開・授業参観を、前期は６月２８日（月）～７月９日（金）に、後

平成２２年度　高等教育研究開発部活動報告
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期は１０月２５日（月）～１１月５日（金）に実施した。前期は、参加者がのべ１８名で、参観の行われた科目数
は、教養科目７科目（うち推奨科目４科目）、外国語科目４科目（うち推奨科目２科目）、基礎教育科目
４科目（うち推奨科目１科目）の計１６科目であった。後期は、参加者がのべ５３名で、参観の行われた科
目数は、教養科目６科目（うち推奨科目４科目）、外国語科目５科目（うち推奨科目２科目）、基礎教育
科目３科目（うち推奨科目２科目）の計１４科目であった。５３名のうち３５名は新任研修の一環である授業
検討会への参加者であり、それ以外の共通教育科目の授業参観者は前期と同数であった。学生の授業ア
ンケート結果を基に推奨科目を提示しているが、参観された授業の約半数は推奨科目であった。

２. ３　オープンクラスの概要と実施状況
　平成２２年１０月２５日（月）から１０月２９日（金）の期間に行われたオープンクラスは高校生以上の一般市民を
対象として、共通教育の授業を学外に広く公開し、本学の教育活動全体を市民の視点から点検してもら
うことによって教育改善を図ることを目的として実施している。参加者の募集に当たっては、ポスター
を作成し、南日本リビング新聞社および南日本新聞「みなみのカレンダー」への掲載の依頼、市内書店
５店舗、鹿児島市内公共施設および高校へのポスターの送付、各学部へのポスター掲示の依頼と大学
ホームページ（HP）への掲載、さらに昨年参加者へのダイレクトメール（DM）の送付等を行った。また、
オープンクラスの一般参加者と学生と触れ合う機会を設け、大学の状況をより深く知ってもらえるよう
配慮し、北辰蔵、図書館、博物館、キャンパス史跡めぐりおよび交流会も企画した。

２. ４　期末授業評価アンケート
　アンケートは講義用と実験・実習用の２種類があり、基本的に、受講生自身に関するもの、授業に関
するものよりなっている。アンケ－トに関しては、平成２２年度に開講された共通教育科目のうち、前期
427、後期31７の授業で受講生の評価値が得られた。授業に関する平均評価値は約３.５で、多くの授業が
高く評価されていることが窺える。一方、受講生自身に関して、シラバスを読んだかという設問に対し
ては平均評価値が約２.６、また、１コマあたりの予習復習の時間については、平均評価値が約２.１となっ
ている。なお、期末授業評価アンケートの改定に関しても部会で検討を重ね、最終的に平成22年度の部
会（案）が了承された。ただし、本アンケートの改定に伴い、中間授業アンケートおよび授業改善報告
書の改定も必要となるために、授業アンケートに関する事項は総て平成23年度への引き継ぎ事項とした。

３.　今後の展望
　期末授業評価アンケ－トをみると、授業改善等の教員側の努力（FD）が着実に実を結びつつあるこ
とが分かる。一方、学生自身の努力が必要な予習復習時間の確保（自学自習の実施）に関しては、目に
見えるような改善が見られていない。これは、FD委員会が平成２2年度に４期在学生（２年後期）に行っ
た学生実態調査でも明らかである。学生の能力を高めるために必要な授業への出席状況は近年大幅に改
善したといえるので、今後は、学生自身の自学自習能力を如何に底上げするかということに関し、実際
のデータに基づき、科学的かつ実践的な対策をFD活動の一環として議論することが喫緊の課題と考え
られる。
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１.平成２２年度の活動内容
⑴　履修関係
　　　科目等履修生の履修
　　　特別聴講学生の履修
　　　県内大学等間（単位互換）履修生の履修
　　　短期海外研修プログラム実施計画
⑵　単位認定関係
　　　既修得単位認定
　　　外国語科目における技能審査合格者等の単位認定
⑶　成績取扱関係
　　　異議申立ての取扱
　　　教育センター長賞表彰候補者の選出
　　　ＧＰＡ制度による学生に対する助言・指導
⑷　非常勤講師等関係
　　　非常勤講師雇用計画
　　　ゲスト講師雇用計画
　　　指導助言者雇用計画
⑸　ＦＤ関係
　　　授業公開・授業参観
　　　公開授業（市民向け）
⑹　規則関係
　　〈施行〉
　　　「テレビ会議システム等を利用した遠隔授業実施ガイドライン」
　　　「申立審査委員会要項」
　　　「鹿児島大学教育センター長賞表彰に関する要項」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等の成績不振者に対する助言・指導に関する要項」
　　　「共通教育科目における公開授業受入人数について」
　　〈改正〉
　　　「鹿児島大学共通教育科目等履修規則」
　　　「共通教育短期海外研修プログラム実施ガイドライン」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等試験規則」および試験関係要領
　　　「鹿児島大学共通教育外国語科目における技能審査合格者等の単位認定規則」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等における学生の成績等開示請求及び異議申立てに関する要項」
　上記の事項の大半は、教育センター会議に上程し、議決されたものである。

２．本年度の特記事項
⑴�　平成２３年度予算について厳しい状況が予想されることを踏まえて、共通教育科目等の開設科目全般

に亘る見直し、削減を行い、同時に第二期中期目標・中期計画の「非常勤講師の比率を下げ、専任教
員による責任体制の強化」に基づき、非常勤講師経費・旅費の削減を行った。

⑵�　平成２３年度より本学では単位制度の実質化に係る授業時間数の確保（１５回講義＋１回試験）を実施
することになり、共通教育においても、ⅰ）１５回講義＋１回試験の場合、ⅱ）定期試験は行わず、１５

平成２２年度　共通教育企画実施部活動報告
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回の中で小テスト、レポート等を行い学習成果を総合評価する場合のいずれかを選択し、その旨をシ
ラバスに明確に記載することにした。

⑶�　「鹿児島大学と放送大学との間における単位互換に関する協定書」（平成１７年５月２５日調印）に基づ
き、本学において放送大学単位認定試験を行った。また、本学に放送大学視聴室を開設した。

３．来年度の課題
　上記２の⑴の共通教育科目等の開設科目全般に亘る見直しを更に進め、新しい理念の基に共通教育の
新枠組を策定することが緊要である。

教養科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
　「非常勤講師雇用計画の一部改正」等、共通教育企画実施部会に上程された事項の他、以下の活動を行っ
た。
⑴　経常費の使用計画と執行
⑵　開設授業科目の見直しと削減
⑶　非常勤講師の雇用計画
　　審議の結果、以下の合意をみた。
　　ⅰ）退職教員が継続して開講することは平成２２年度限りとすること
　　ⅱ）退職教員の担当コマ数は、所属学部が責任をもって提供すること

２．来年度の課題
⑴　教養科目の整理
⑵　非常勤講師の削減
⑶　時間割における集中する帯の調整

情報科学科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
⑴　経常費の使用計画と執行
⑵　非常勤講師の雇用計画
　�　「情報科学入門」について、これまで非常勤講師担当であったものを、来年度は専任教員（学術情

報基盤センター）が担当することで非常勤講師の削減を図った。
⑶　ＴＡの雇用計画
⑷　ＴＡによる教育効果報告書の作成
⑸　Ｍｏｏｄｌｅの利用促進

２．来年度の課題
⑴　Ｍｏｏｄｌｅを利用した双方向情報教育の強化
⑵　Ｍｏｏｄｌｅによる授業評価の本格導入の検討
⑶　「情報活用基礎」におけるＴＡ業務の確実な実施
⑷　図書館機能を用いた授業支援
⑸　経常費のあり方の検討
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外国語科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
⑴　「英語コア再」の見直し
　　ⅰ）「コア再」に「Ｕ．Ｃ．Ｒ．Ｏ」の区分を設定すること
　　ⅱ）�「コア」クラスを再履修する場合は、ミクロの習熟度レベルを不合格になったレベルから一つ

下げること
⑵　非常勤講師の削減
　　「インテンシブ英語」と「英語特別演習」、「独語コア１（再）」の廃止による
⑶　経常費配分
⑷　ＴＡ雇用計画

２．来年度の課題
⑴　「英語総合基礎（コア再）Ｕ．Ｃ．Ｒ．Ｏ」科目廃止に向けての準備と対策
⑵　「独語コア１（再）」の復活の検討
⑶　「学士力」育成に必要な外国語科目関係図書（学術情報）の収集
⑷　図書館機能を用いた授業支援

体育・健康科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
⑴　体育・健康科目の充実
　理論と実習の有機的連関をはかるために、体育・健康科学実習Ⅰで実施している体力測定結果を生
活・生存に求められる体力レベルという観点から検討し、本学学生の体力の現状と課題を明らかにして
講義で取り上げてきた。大学生で低下の著しい背筋力について、女子学生では背筋力の低下傾向が継続
しており、男子学生では背筋力の二極化の兆しもみうけられ、運動の実施状況のほかに栄養や休養など
のライフスタイルの影響もあった。この結果は、「第５９回九州地区大学一般教育協議会」で発表し、本
年報第７号(２０１０年)に紹介した。なお、九州地区大学体育連合の研究プロジェクトが獲得した科研費

(基盤研究B)に授業研究で参加し、成果を平成２２年度研究成果中間報告書に掲載した。
⑵　体育・健康科目関連の施設等の充実
　第２体育館の危険防止のため、卓球室とトレーニング室のフロア床面にウレタン工事を実施した。
⑶　学生の体育・健康・スポーツ活動のサポート

２．来年度の課題
⑴　理論と実習の有機的連関の推進
⑵　授業１５週への対応
　授業が７月末まで行われることに伴う暑さ対策として、水分の補給や汗の処理について十分な指導を
行うだけでなく、体育館用大型送風機(ジムファン)を設置する必要がある。
⑶　バスケットルール改正への対応
　フリースローラインやスリーポイントラインの変更に伴い、ラインの書き直しを行う必要がある。
⑷　カリキュラムの見直し
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日本語・日本事情科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
⑴　「日本語Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」の複数クラスの設置
⑵　同上科目において、討論とレジュメ作成を含む口頭発表技能伸展のための授業の実施
⑶　短期留学生等への支援
⑷　「日本語能力試験」受験クラスの設置
⑸　教育センター「学生による授業評価アンケート」の他に独自の「授業評価アンケート」実施

２．来年度の課題
⑴　留学生の日本語能力を分析し、科目の単位数やレベル別開講クラス等を整備する
⑵　学生の授業評価アンケートの結果を、カリキュラムや授業内容、シラバス作成にいかす
⑶　口頭発表を促進し、自己表現能力の向上をはかる
⑷　「日本語能力試験」の対策を行う
⑸　留学生の人権を保障するためのシステムを作る

基礎教育科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
⑴　経常費の使用計画と執行
　　配分方針に基づき経常費に併せて重点配分経費を申請し、執行した。
⑵　ｅ－ラーニング教育の化学・生物への導入
　　化学は本年度後期から導入を目指し、生物についても導入の是非について検討することとした。
⑶　非常勤講師削減の検討
　　ⅰ）クラスの合併や再編成により削減する方法を検討した。
　　ⅱ）�実験科目の修得単位数を２単位から１単位にすることで、経費削減の方法を検討したが、教育

効果・実施体制を考慮する必要があるとの結論となった。

２．来年度の課題
⑴　カリキュラムのコマ配置や編成の検討
⑵　各学部指定の基礎教育科目について、学部との協議による見直しの開始
⑶　非常勤講師削減に関わる問題整理と見直し
⑷　ｅ－ラーニング教育の充実
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　平成２２年度は、２０年度、２１年度と続けてきた英語教育改革をさらに一歩進める形で英語カリキュラム
の一部見直しを実施し、その他、単位認定規則の一部改正、G-TELP表彰制度の開始など、多岐にわた
る活動を行った。

１）英語カリキュラムの一部見直し　－インテンシブ英語と英語特別演習の廃止
　インテンシブ英語は平成１８年度より、中・上級レベルの学生を対象の２単位選択必修科目として開講
してきた。設置当初は習熟度別クラス編成が未だ行われておらず、その先駆けとしての性格付けがあ
り、開講コマ数も前・後期系２９クラスで１クラス平均10数名の受講者があった。しかし平成２０年度以降、
コア英語全体での習熟度別クラス編成により、インテンシブ英語の受講者数は激減し、一クラス数名程
度となった。これは習熟度別クラスとしてのインテンシブ英語の役割が事実上終了したものと考え、平
成２３年度以降インテンシブ英語を廃止し、それに代わる形で、現行のコア英語の上級クラスであるVク
ラスに新たにV ０クラスを設け、インテンシブ英語のハイレベル性を引き継ぐ形にした。
　また、英語特別演習は平成２０年度以来開講している基礎学力者用の選択必修クラスで１クラス数名程
度で推移してきたが、選択制ということもあって、なかなか学生の間に浸透せず、平成２３年度以降は
いったんこれを廃止し、それに代わる形で現行のコア英語の初級クラスであるｈクラスに新たにｈ３ク
ラスを設け、英語特別演習の基礎学力者向けの性格を引き継ぐこととした。

２）技能審査合格者等の単位認定規則の改定について
　外国語の資格試験は様々の種類があり、本学ではその取得級・レベルに応じて単位認定がなされてい
るが、取得資格の有効期限については必ずしも統一性がなく、あるものは２年以内とし、またあるもの
は特に有効期限を設けない、というのがこれまでの状況であった。この点については、昨今「有効期限
を２年以内とする」という考えが国際的なレベルで見ても主流になってきている実情に鑑み、本学の共
通教育外国語科目における技能審査合格者等の単位認定の有効期限を２年以内とする、ということで資
格試験の種類を問わず統一することとした。この新たな規則は平成２３年度より適用されることとなった。

３）G-TELP（国際英検）表彰制度を開始
　G-TELP（国際英検）は平成２０年度より、英語の成績評価（２０％）に組み込まれ、全学で前期１回、
後期１回の年２回実施の体制で現在にいたっている。個人成績表は試験実施後各個人に手渡されて今後
の学習の指針となってはいるが、さらに学生の学習動機を高める目的で表彰制度を設ける運びとなった。
　これは、各学部から後期のG-TELP成績が特に優秀な者１名（優秀賞）と、前期から後期への得点の
伸びが顕著であった者２名（努力賞）、計２４名を表彰するものである。第１回の表彰式は平成２２年２月
９日に行われ、全学から２４名が表彰された。

　その他、鹿児島大学と山口大学の共同獣医学部構想の一環として、英語カリキュラムの両大学統一構
想があり、平成２２年度の段階ではまだ細部での議論の進展は見られないものの、おおむね、１年生に関
しては鹿児島大学の英語コアカリキュラムの体制、２年生については山口大学の専門英語の体制で新共
同獣医学部の英語カリキュラムを組み上げる構想である。カリキュラムその他の細部については平成２３
年度の早い時期までに両大学で合意する見通しである。

平成２２年度　外国語教育推進部会活動報告
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平成２２年度教育センター委員会等名簿

氏　　名 職　名 所　　属　　等
教育センター会議 門　　　久　義 教　授 センター長　　　　　　　　　〔理工学研究科（工学系）〕

中　島　あや子 教　授 副センター長　　　　　　　　〔法文学部〕
瀬　戸　房　子 教　授 高等教育研究開発部長　　　　〔教育学部〕
西　　　隆一郎 教　授 共通教育企画実施部長　　　　〔水産学部〕
富　岡　龍　明 教　授 外国語教育推進部長　　　　　〔教育センター〕
髙　橋　玄一郎 教　授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
金　岡　正　夫 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
ジョン・トレマーコ 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
アン・ブレイジア 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
杉　本　和　弘 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
伊　藤　奈賀子 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
阿　部　美紀子 理　事 理事（教育・学生担当）　　　※オブザーバー
奥　　　健一郎 教　授 稲盛アカデミー　　　　　　　※オブザーバー
日　暮　吉　延 教　授 法文学部　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
安　東　　　清 准教授 教育学部　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
仲　谷　英　夫 教　授 理工学研究科（理学系）　　　〔高等教育企画実施部会〕
岸　田　昭　世 教　授 医学部　　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
佐　藤　友　昭 教　授 歯学部　　 　 　 　 　 　 　〔共通教育企画実施部会〕
加　藤　龍　蔵 准教授 理工学研究科（工学系）　　　〔高等教育企画実施部会〕
枚　田　邦　宏 准教授 農学部　　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
山　本　智　子 准教授 水産学部　　　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
西　村　　　知 教　授 教養科目専門委員会委員長　　〔法文学部〕
山　中　有　一 准教授 情報科学科目専門委員会委員長〔水産学部〕
相　浦　　　聡 准教授 外国語科目専門委員会委員長　〔法文学部〕
飯　干　　　明 教　授 体育・健康科目専門委員会委員長〔教育学部〕
小　林　基　起 教　授 日本語・日本事情科目専門委員会委員長〔留学生センター〕
藏　脇　淳　一 教　授 基礎教育科目専門委員会委員長〔理工学研究科（理学系）〕

高等教育研究開発部 瀬　戸　房　子 教　授 高等教育研究開発部長　　　　〔教育学部〕
杉　本　和　弘 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
伊　藤　奈賀子 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
木　村　　　朗 教　授 法文学部
大　坪　治　彦 教　授 教育学部
仲　谷　英　夫 教　授 理工学研究科（理学系）
内　尾　康　人 教　授 医学部
植　村　正　憲 教　授 歯学部
加　藤　龍　蔵 准教授 理工学研究科（工学系）
小　島　敏　之 教　授 農学部
吉　川　　　毅 准教授 水産学部

共通教育企画実施部 西　　　隆一郎 教　授 共通教育企画実施部長　　　　〔水産学部〕
髙　橋　玄一郎 教　授 共通教育企画実施副部長　　　〔教育センター〕
ジョン・トレマーコ 准教授 共通教育企画実施副部長　　　〔教育センター〕
日　暮　吉　延 教　授 法文学部
安　東　　　清 准教授 教育学部
佐　藤　正　典 教　授 理工学研究科（理学系）
岸　田　昭　世 教　授 医学部
佐　藤　友　昭 教　授 歯学部
板　原　俊　夫 教　授 理工学研究科（工学系）
枚　田　邦　宏 准教授 農学部
山　本　智　子 准教授 水産学部
西　村　　　知 教　授 教養科目専門委員会　　　　　〔法文学部〕
山　中　有　一 准教授 情報科学科目専門委員会　　　〔水産学部〕
相　浦　　　聡 准教授 外国語科目専門委員会　　　　〔法文学部〕
飯　干　　　明 教　授 体育・健康科目専門委員会　　〔教育学部〕
小　林　基　起 教　授 日本語・日本事情科目専門委員会〔留学生センター〕
藏　脇　淳　一 教　授 基礎教育科目専門委員会　　　〔理工学研究科（理学系）〕
相　浦　　　聡 准教授 外国語部会部会長（初修語）　〔法文学部〕
髙　橋　玄一郎 教　授 外国語部会部会長（既修語）　〔教育センター〕
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外国語教育推進部 富　岡　龍　明 教　授 外国語教育推進部長　　　　　〔教育センター〕

髙　橋　玄一郎 教　授 専任教員、外国語部会部会長（既修語）〔教育センター〕
金　岡　正　夫 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
ジョン・トレマーコ 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
アン・ブレイジア 准教授 専任教員　　　　　　　　　　〔教育センター〕
藤　内　哲　也 准教授 法文学部
大　塚　清　恵 准教授 教育学部
西　尾　正　則 教　授 理工学研究科（理学系）
中　河　志　朗 教　授 医学部
塚　田　澄　代 准教授 歯学部
八　野　知　博 准教授 理工学研究科（工学系）
北　原　兼　文 准教授 農学部
板　倉　隆　夫 教　授 水産学部
相　浦　　　聡 准教授 外国語科目専門委員会委員長、外国語部会部会長（初修語）〔法文学部〕

教養科目専門委員会 　大　田　由紀夫 准教授 法文学部
◎西　村　　　知 教　授 法文学部
　朴　　　　　源 教　授 法文学部
　山　本　一　哉 教　授 法文学部
　市　川　英　孝 准教授 法文学部
　濱　崎　孔一廊 教　授 教育学部
　上　谷　順三郎 教　授 教育学部
　有　倉　巳　幸 教　授 教育学部
　冨　山　清　升 准教授 理工学研究科（理学系）
　内　尾　康　人 教　授 医学部
　田　松　裕　一 准教授 歯学部
　門　川　淳　一 教　授 理工学研究科（工学系）
　岡　本　　　新 教　授 農学部
　門　脇　秀　策 教　授 水産学部

情報科学科目専門委員会 　宮　廻　甫　允 教　授 法文学部
　磯　川　幸　直 教　授 教育学部
　新　森　修　一 教　授 理工学研究科（理学系）
　福　留　清　博 准教授 医学部
　藤　井　孝　一 准教授 歯学部
　有　冨　正　男 教　授 理工学研究科（工学系）
　髙　山　耕　二 准教授 農学部
◎山　中　有　一 准教授 水産学部
　下　園　幸　一 准教授 学術情報基盤センター

外国語科目専門委員会 　�スティーブン・コーダ 准教授 法文学部
◎相　浦　　　聡 准教授 法文学部
　大　野　克　彦 准教授 教育学部
　和　田　桂　一 教　授 理工学研究科（理学系）
　郡　山　千　早 准教授 医学部
　塚　田　澄　代 准教授 歯学部
　八　野　知　博 准教授 理工学研究科（工学系）
　中　川　　　啓 准教授 農学部
　板　倉　隆　夫 教　授 水産学部
　富　岡　龍　明 教　授 教育センター
　髙　橋　玄一郎 教　授 教育センター
　金　岡　正　夫 准教授 教育センター

体育・健康科目専門委員会 　長谷川　茂　夫 教　授 法文学部
◎飯　干　　　明 教　授 教育学部
　藤　田　　　勉 講　師 教育学部
　末　吉　靖　宏 准教授 教育学部
　森　口　哲　史 講　師 教育学部
　福　満　博　隆 准教授 教育学部
　笠　井　聖　仙 准教授 理工学研究科（理学系）
　竹　内　　　亨 教　授 医学部
　鬼　塚　　　雅 准教授 歯学部
　板　原　俊　夫 教　授 理工学研究科（工学系）
　田　仲　哲　也 准教授 農学部
　藤　枝　　　繁 准教授 水産学部



Ⅴ　活動報告

－ 67 －

氏　　名 職　名 所　　属　　等
日本語・日本事情科目専門委員会 　丹　羽　謙　治 教　授 法文学部

　中　島　祥　子 准教授 教育学部
　神　崎　　　亮 准教授 理工学研究科（理学系）
　吉　家　清　貴 准教授 医学部
　梶　原　和　美 准教授 歯学部
　小　山　隆　行 講　師 理工学研究科（工学系）
　瀬戸口　明日香 講　師 農学部
　バスケス・ミゲル 准教授 水産学部
◎小　林　基　起 教　授 留学生センター

基礎教育科目専門委員会 　齋　藤　美保子 講　師 教育学部
◎藏　脇　淳　一 教　授 理工学研究科（理学系）
　古　川　一　男 准教授 理工学研究科（理学系）
　藤　井　伸　平 教　授 理工学研究科（理学系）
　小　林　励　司 准教授 理工学研究科（理学系）
　笠　井　聖　仙 准教授 理工学研究科（理学系）
　丸　野　隆　明 助　教 理工学研究科（理学系）
　種　市　信　裕 教　授 理工学研究科（理学系）
　田　川　まさみ 教　授 医学部
　大　西　智　和 准教授 歯学部
　小　原　幸　三 教　授 理工学研究科（工学系）
　樗　木　直　也 准教授 農学部
　中　村　啓　彦 准教授 水産学部

　　◎印は委員長
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門　　　久　義（教育センター長　理工学研究科教授）

　平成２２年度は教育センター長になって二年目の年であり、時間の経過の早さに気持ちが急かされてい
ました。しなければならない課題が山積していましたが、副センター長と三部長をはじめ、学生部や共
通教育事務室のスタッフの皆様との共同作業に支えられて、何とか務めることができました。鹿児島大
学に赴任して２４年目に入り、前任の大学の年数も足すと大学生活が３５年にもなりますが、教育センター
に関わる教員や職員の皆様と目標に向かって協力することができたのは、数少ない貴重な経験でした。
最も長く働いた鹿児島大学のために、少しでも貢献できればと思うばかりでした。この思いを糧に、こ
れからも頑張りたいと考えています。

中　島　あや子（教育センター副センター長兼共通教育企画実施部長　法文学部教授）

　平成２１年度教育センター会議委員が、実質的に教育センター業務の一端を担うことになる始まりで、
以後２２年度副センター長、２３年度副センター長兼共通教育企画実施部長の職にありますが、生来の不精
により、いまだに教育センターの内実を充分に理解しているとはいえません。しかし、この数年の経験
で２つの事柄に開眼しました。１つは、本学における教育センターの重要性と今後のさらなる強化の必
要性、今１つは、「教職協働」の確かさです。後者については以前から「車の両輪」と称して主張して
きましたが、体感を通じて認識をあらたにしました。今しばらく教育センターの確実な歩みに連なって
いきたいと思っています。

西　　　隆一郎（教育センター高等教育研究開発部長　水産学部教授）

　大学で教員になってから最初の２０年間は工学部で、その後の５年半程は水産学部で海岸環境や水産海
洋学に関する教育研究に携わってきました。そして、共通教育を担う教育センターの共通教育企画実施
部長を２年間、高等教育研究開発部長を現在兼務しています。また、地域防災教育研究センターで水災
害に関する兼務教員もしています。教育センターの教員としては、大学教員に求められる諸活動の中で

「教育」が優先事項であるという意識の下に、学生の能力や資質を最大限伸ばす教育を実行するための
依頼を共通教育に関係する教職員の方々にしますが、ご理解・ご協力をいただければ幸いです。

富　岡　龍　明（教育センター外国語教育推進部長　教授）

　鹿児島大学に赴任して７年目を迎え、外国語教育推進部長の職は４期目に入りました。
　「学士力の養成」、「学力の見える化」などが時代のキーワードとなってきた中で、英語教育について
は平成２０年度以降、習熟度別クラス編成、共通アチーブメントテストの導入など、一連の改革を実施し
て参りました。今後も英語をはじめ本学の外国語教育改革を進めていく必要がありますが、今後外国語
関連の教員の定年退職者が増えて、その後の補充等のマンパワー確保の問題が喫緊の課題として浮かび
上がってきていることもあり、今後の改革事業は厳しい舵取りが続くのではないかと思っています。全
学のご協力とご理解を得ながら今後も鋭意努力していきますので何卒よろしくお願いします。

教　員　紹　介
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髙　橋　玄一郎（教育センター外国語教育推進部　教授）

　共通教育と専門教育等における様々な学びの中で、個々の学生が経験する出会い（人や書物や出来事
等）は実に多様極まり、その生涯に決定的な影響を及ぼす場合もあることでしょう。学士課程教育とい
う視点で学生本位の教育活動を見ていくときにも、一回限りの人生におけるそのような経験の積み重ね
を、日々の暮らしや仕事に活かし、人間としてよりよく生きてゆくことへと繋げてゆけたら誠に幸いで
す。そのような教育活動に多くの同志と共に関わり合いながら、教育の枠組みの建設的見直しや教育現
場の課題に対して、できるだけ広く、遠くを見渡せる視座を据え、時機を逃さず、一丸となって取り組
めれば、と願っています。今後とも教育センターへのご協力を宜しくお願いいたします。

金　岡　正　夫（教育センター外国語教育推進部　准教授）

　現在、大学英語教育カリキュラムのあり方、とくに政策面とそれにもとづく新たな教授システムの在
り方（実践と評価）について、学内外の大学英語教員と協同研究を進めている（科研基盤Ｃ：平成２２年
度～２４年度）。カリキュラムそのものに対する勉強からはじめ、その理論構築と今後の流れについて歴
史的考察を終えたところである。「高等教育全体のカリキュラム改革と連携」しながら、それと同時に

「英語以外の学問領域（e.g.、社会学、倫理学、政治学、日本語教育）との学際的融合の可能性、たとえ
ば学習内容・テーマの共通性と系統性を模索」しながら、４技能個別型カリキュラムから統合型カリ
キュラムにむけた衣替えの必要性を欧州言語政策同様、痛感している。

ブレイジア・アン（教育センター外国語教育推進部　准教授）

　My name is Anne Brasier, since coming to Kagoshima University in ２００６ the English courses I teach have 

provided me with a diverse range of challenges. Over the past five years the center has been re-shaping its 

curriculum to better cater to the needs of studentʼs by streaming classes, introducing the G-telp proficiency 

test, and reducing class sizes. In addition, the center is expanding its use of e-learning, a field in which I have 

particular interest. For the past four years I have been the e-learning coordinator, pilot testing online courses 

by evaluating results and student response to online TESOL courses such as Longman English Interactive, 

English Central and Northstar. I also administer Moodle, a role which involves making courses such as the 

G-telp practice test site, and assisting instructors to develop their own online materials. I find the enthusiastic 

response from students to e-learning highly motivating, and I hope to further my research about better 

utilizing it in the language classroom in the coming years.
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トレマーコ・ジョン（教育センター外国語教育推進部　准教授）

　イギリス出身。鹿児島大学において本年で６年目です。それ以前は関東で上智大学やICU等の様々な
学校や大学で５年程教授し、その後、２年間の広島の大学を経て、鹿児島大学に就任しました。専門は
応用言語学であり、私の研究の核となるものは「ラーニング・ストラテジー」と「医学英語（センシビ
リティ・トレーニング）」です。その他「異文化理解（文化的センシビリティ）」を通じての英語教育に
焦点をあてています。趣味は、イギリスの国技であるサッカーをする事や、日本の武道をする事です。
一生懸命頑張る学生をサポートする存在であり続け、同時に鹿児島大学の英語教育向上に貢献できたら
と願っています。

伊　藤　奈賀子（教育センター高等教育研究開発部　准教授）

　２０１１年２月に本学に着任しました。高等教育研究開発部において本学の教育改善に関する業務に携
わっています。センターの先生や職員の方々、学部・研究科の皆様の協力を得て、本学の教育活動がよ
り発展するよう努力していきたいと思います。
　高等教育研究開発部は鹿大全体の教育改善に寄与しなければなりませんので、学部・研究科をはじめ
とする他の組織の協力なくして役割を果たすことは困難です。今後も教職員の方々や組織が持つ様々な
力を生かしつつ、鹿大の教育改善に貢献していきたいと思います。

岡　野　隆　宏（教育センター高等教育研究開発部　特任准教授）

　我が国には、四季折々に心がふるえる美しい自然の風景があります。それは原生的な自然だけでな
く、そこに暮らす人たちの永い営みによって作り上げられた風景もたくさんあります。
　私は環境省の自然保護官（レンジャー）として、熊本県の阿蘇、沖縄県の石垣島に赴任して、地域の
方々とともに自然環境の保全と地域づくりに取り組んできました。また、自然公園法の改正や世界自然
遺産の登録や管理も担当してきました。自然を守っていくためには、そこに生活を営む人が元気でなけ
ればいけません。そんな思いで「自然を活かした地域づくり」をテーマに勉強しています。
　講義では現場での行政経験を基に、生物多様性とは何か、どうやったら守れるのか、地域における自
然環境の保全と地域振興をどのように両立させるのかを一緒に考えていきたいと思っています。

村　山　陽　平（教育センター外国語教育推進部　特任講師）

　平成２０年４月、本学の共通教育での英語教育改革実施の年に赴任しました。改革に伴う様々な業務
と、共通教育英語科目のうち年に１５コマ前後の授業を担当しています。
　担当科目は、読む、書く、話す、など、それぞれ主眼は異なります。しかし、どのクラスでも、学び
は人と人との関わりの中で強化される、というsocial constructivismの視点に立った授業運営を心がけ
ています。毎回異なるペアを作り、学習者同士や学習者と教員との支え合いの中で学びながら、英語力
はもちろん、言語を問わず不可欠な社会性も育って欲しいと思います。
　今後も教職員の皆様のご助言を仰ぎながら、より良い共通教育の運営に僅かでも貢献できれば、と思
います。
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職　員　紹　介

十　田　正　文（教育センター事務室長　教務課長代理）

　平成２０年７月１日の人事異動で学生部教務課の教育センター事務室長に配置換となり、過日着任し３
年過ぎました。その間、「特色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ）」で「鹿児島の中に世界をみる
教養科目群の構築」の事業実施とその総括や大きな教室と実験室の更新しながらの新しいコンセプトに
よる教育センター３号館の建物改修がありました。現在、教育センターは、ＧＰで培った実績と経験を
教養教育の中に引き継ぎながら、学士課程教育としてボランティアや海外短期研修など新しい科目群を
作り、進取の気風を養う新しい共通教育の新しい枠組み策定やカリキュラムの可視化など新しい課題に
取り組んでいます。それらの一助となればと思っています。

松　原　隆　夫（教育センター総務係長）

　皆様こんにちは。平成２２年７月から当センター総務係長を務めております。国立大学等の事務職員と
して勤め始めてから２０年以上が経ちますが、＂学生系＂の部署で勤務するのは今回が初めてです。当係
に着任した翌日に「教育センター会議」が開催され、担当係として出席したものの、会議で飛び交う言
葉がサッパリ分からなかった（スミマセン）ことが未だに印象に残っております。
　さて、当係は、当センターにかかる管理部門の業務（庶務・ 人事・ 会計・施設管理）を行っており
ます。地味ではありますが、皆様へハード面・ソフト面共に「当たり前」の環境を「常に」提供できる
よう（←意外とコレが難しいのです）係一同努めていきますので、よろしくお願いいたします。

濵　﨑　章　子（教育センター総務係員）

　平成２３年４月に配属されました。業務は庶務に関することを担当しています。教育センターの先生の
服務管理や、非常勤講師の委嘱などまだまだ慣れないことが多く、まわりの方々にアドバイスいただき
ながら日々励んでいます。システムで入力する作業もミスがあったり時間がかかったりしますが、思い
のほか作業が順調に進むこともあり、日進月歩だなと思いながら勤務しています。教育センターは開放
感のあるオフィスなので、たまには外を眺め、談笑するなど気分転換もできています。未熟な私ですが、
少しでも教育センターの発展に貢献できればと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

有　元　千　晶（教育センター総務係員）

　平成２２年７月に教育センター総務係に配属されてから１年と少し、毎日楽しく働いています。仕事は
主に教育センターの予算に関すること、共通教育棟の管理や修繕、物品の発注や学外の方への貸し出し
等を担当していますが、学生の皆さんよりも工事担当の業者さんとお話することの方が多い毎日は、以
前の部署で学生対応を主に行っていた私には最初は戸惑いだらけでした。今でもまだまだ分からないこ
とばかりで、周りの方々に支えられながらなんとか業務にあたっています。直接学生の皆さんとお話す
る機会はなかなかありませんが、実際に講義室を使用する方々の意見を出来る限り取り入れ、より快適
に学習できる環境を目指して頑張りたいと思います。
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竹之内　則　好（学生部教務課臨時用務員）

　私は第二体育館で勤務しております。勤務は夏季、冬季の休業期間中は週１回の管理業務を行い、通
常は週3０時間のパート勤務で、主に体育館、陸上グランド、球技場等を使用して行われる「体育・健康
科学実習」のための時間割の作成や、授業に必要な物品、資料の準備を行うことになっております。授
業は、教育学部の先生と非常勤講師の先生で実施されており、また、体育館業務を行う上で、配慮もい
ただいており感謝しております。授業の場としての体育館は、学生の部活の場としても利用されており、
明るい声が毎日響いております。学生の教育の場としての施設環境の整備や学生からの要望については、
教育センター関係各係にお願いし、連携をとりつつ努力していきたいと思っております。

寺　田　将　春（学生部教務課特任専門員）

　職務内容は、教育システムであるMoodleの管理・運用・普及を主に担当しており、他にも教育センター
に設置されている様々なサーバの管理を行っております。
　具体的な職務に関しましては、Moodle自体があまり職員や教員の方々に認知されていない為、日の
目を見ない業務も多いのですが、Moodleへの学生登録やカスタマイズ、先生方への講習会を行い、ま
たサーバが故障した際のバックアップや修理等も担当しております。
　まだまだ未熟な私ですが、教育センターの縁の下の力持ちになれるように頑張りたいと思いますの
で、どうぞよろしくお願いいたします。

大　園　豊美代（教育推進係長）

　係長昇任後、初めての異動で教育推進係に参りました。本年１０月で３年となります。
　平成１２年４月～実質３年間、共通教育係におりましたので異動当初は古巣に戻ったような懐かしさが
あったことを思い出します。現在の業務は、FD委員会並びに教育センター高等教育研究開発部・外国
語教育推進部の事務担当であり、各委員会等が主催するＦＤ関連事業の企画・実施を行っています。私
を含め２名の係なので、イベントの際は事務室の他の係から応援をいただいている状況です。
　大学職員として、学生さんと関われる部署にいることに感謝しつつ、今後も笑顔（時々、辛口？）を
モットーに職務に臨んでいきたいと思います。

加　藤　晃　子（教育推進係員）　

　平成２１年７月に中途採用として教育センター総務係へ配属され、今年４月に教育推進係へ異動しまし
た。現在の職務内容は、外国語教育推進部会関係の事務や高等教育研究開発部会の授業アンケートの集
計、授業公開・授業参観に関連する事務などを担当しています。採用から３年目に入り、ようやく鹿大
や教育センターのことが分かりつつありますが、日々学ぶことばかりです。学生の皆さんが充実した大
学生活を送れることを目標に励みますので、どうぞよろしくご指導ください。
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崎　山　英　博（共通教育係長）

　教育センターに赴任して約３ヶ月になります。前の職場は大学病院でしたが、大学病院で働く医師を
確保するため、研修医の採用に関して改善を行うことが、鹿児島県内の医師不足対策にも少しでも貢献
出来るとの目的意識もあり、充実した仕事をさせていただくことが出来ました。
　今の職場である 教育センターも、現場を重視して改善を行っていかなければならない仕事という点
で共通しています。共通教育科目等を履修する学生さんへの窓口対応など、共通教育係で協力して行え
る体制が整っていると思います。今後も先生方とより緊密に連携を取りながら、共通教育の充実のため
に少しでも力になれればと思っています。

上　籠　祐　介（共通教育係員）

　共通教育係で窓口業務やシラバス作成、科目専門委員会などを担当しています。窓口では自分が学生
だったころを思い出しながら、学生の立場になって対応しようと心掛けています。ただ、年々、学生と
のジェネレーションギャップを感じることも多くなってきました。
　共通教育係は、学生だけでなく教員と接する機会も多く、また、たくさんの業務を経験できるので、
とてもやりがいのある職場だと思います。
　これまでは、ひたすら目の前の業務を処理してきただけでしたが、これからは“学生のためになるに
はどうすれば良いか”ということを常に考えながら業務に取り組みたいです。

益　田　鮎　子（共通教育係員）

　平成２３年７月で共通教育係での勤務も３年目を迎えました。主に、理学部と医学部の学生窓口で、共
通教育科目等の履修や成績に関する業務を担当しております。これまで学務系の部署に携わった経験が
なく、周りのスタッフに比べ経験も知識もまだまだ浅いですが、その分、『学生さんの目線』を常に意
識し、特に、話し方や言葉遣いなど、丁寧に対応することを心がけています。今後も、学部スタッフや
科目担当の先生方の協力を得ながら、困った時や悩んだ時に、気軽に相談に来てもらえるような環境づ
くりに努め、快適な学生生活のお手伝いができればと思っております。　

山　﨑　邦　弘（共通教育係員）

　期待に胸を膨らましつつ不安たっぷりで入学し、初めてうける授業が共通教育科目。
　そしてその履修を管理するのが共通教育係。そのため、新入生の大学での最初の窓口となることも多
く、その質問はさまざま、、
　『履修手続の仕方は？』『通学証明書の発行はどこでしてもらえるの？』
　右も左もわからず戸惑いながらも、活き活きと新生活を始めた彼らの姿に○年前の自分を重ねて懐か
しさと羨望をもって学生サービスに勤めています。
　とは言いつつ私も“国立大学法人職員一年生”。新入生と共に成長せねばと日々勉強の毎日です。
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柏　木　京　子（共通教育係事務補佐員） 

　私は共通教育係で農学部・水産学部の窓口業務と、サークルの教室貸出し、非常勤講師の勤務時間報
告等の仕事をしています。
　非常勤講師の先生方は、いろんな方がいらっしゃるので、話していてなるほどと思う事も多々あり、
先生方に関われる事をありがたく思っています。
　学生さん達は自分の子供世代なので、ついつい世話を焼きたくなりますが、自分で考えたり行動した
りする事も大切な事なので・・・どこまで手助けしたらいいのか、自分とのプチ葛藤もありますが、各
学部の教務係・学生係と連絡を密に取り合いながら、少しでも学生さんの不利益にならないように努め
ていきたいと思っています。

松　林　明　美（共通教育係事務補佐員）

　共通教育係で、窓口業務・開設科目表の作成・講義の講義室割振り業務等を担当しております。学生
さん達が、子供と同年代であるため、母親の視点で業務を行わないように注意しているつもりです。ま
た、先生方とお話をする機会も多いですが、対応をするときには、先生方と学生さん達で、言葉づかい
を変えることのないようにも気を付けています。
　人と関わらなければ出来ない仕事なので、対応された側も、快く受け止められるよう、心がけて今後
も業務をこなしていきたいと思っています。

大　野　由美子（共通教育係事務補佐員）

　勤務内容は、大まかに言うと共通教育係の非常勤講師の先生方のお世話をしています。
　中身は、授業に関する事務や講義室の機器等の説明など…何を尋ねられても対応できるように頑張っ
ています。１番心がけている事は、先生たちとのコミュニケーションをどのように取るか、外国人の先
生方も多いので身振り・手振り・単語を並べてお互いが楽しく仕事が進むよう取り組んでいます。メイ
ンは、学生が共通教育係の窓口を通じて共通教育科目等の単位を修得し専門へ進級できるようにお手伝
いする事です。微力ながら頑張っていきますので、よろしくお願い致します。

松　山　貴　子（共通教育係事務補佐員）

　平成２０年７月から共通教育係で勤務しています。業務は非常勤講師のお世話全般です。共通教育係は
オープンカウンターになっており、多くの学生達が訪れますので、毎日元気をもらっています。たまに
はお互いに笑いが出たりと雰囲気のいい窓口作りに少しでも貢献できればと思っています。また、非常
勤の先生方に関しては、外部から大学に出向いて講義をしていただいていますので、気持ちよく講義が
できるよう、万全なお手伝いを心掛けています。これからも微力ながらできることを精一杯していきま
すので、どうぞよろしくお願いいたします。
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編　集　後　記

　鹿児島大学教育センター年報は今年度で第８号目の刊行を迎えました。よりわかりやすく親しみやす
い広報誌をめざし、構成を検討してまいりました。編集・発行に際し、ご協力いただいた皆様方に心よ
りお礼申し上げます。
　教育センターは、鹿児島大学の共通教育の基盤として、平成15年10月に設置されました。社会の発展
に貢献できる人材育成に向け、カリキュラム構築や改革に力を入れています。しかし、学内において共
通教育に対する認識はされていても、教育センターの組織がどういうもので、何をしているのかわから
ないといった意見も少なくありません。そこで、まずは学内関係者に教育センターについて少しでも
知ってもらわなければという思いから今号の企画を練り、特集や随想・雑感、教育センタースタッフ紹
介を新たに掲載しました。また、前号まで掲載してきましたＦＤ活動については、今後ホームページに
おいて紹介する予定です。
　本誌が現在の教育センターを広くお伝えできる一助となればと思っております。全学の協力を得なが
ら、充実、発展してまいりますので、どうぞ今後の教育センターにご期待ください。
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